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要 旨 

この論文は、流域圏における再生可能エネルギーの導入と生態系サービス（ES）の両立

を目指した緑地環境評価に関する研究である。特に、日本の流域における土地利用の変化

が環境に及ぼす影響に焦点を当て、GIS やリモートセンシング技術を用いてデータ解析を

行い、持続可能な土地利用管理モデルの構築を目指している。産業革命以降、急激な都市

開発や土地利用の変化により、森林や農地が減少し、温室効果ガスの排出が増大してきた。

このような土地利用の変化は、炭素貯留機能の喪失だけでなく、地域の生態系や災害リス

クにも大きな影響を与えており、特に日本のような人口減少社会では、土地の持続可能な

管理が重要な課題となっている。 

本研究では、まず流域圏の地理的・社会的空間情報を整理し、過去の土地利用パターン

や今後の変化傾向を把握するために、GIS を用いたデータ分析を行った。次に、ソーラー

パネルの設置による地表面温度の変化や水害リスクの増大、生態系サービス（炭素貯留、

水資源、土壌保持、生息地の質など）の現状を評価し、これらの変化が環境に与える影響

をシミュレーションした。さらに、将来の人口減少を考慮した土地利用シナリオを設定し、

生産性の向上と環境保全を両立させるための具体的な手法の提案を行った。これにより、

地域住民や自治体との協力を通じて、土地利用の管理労働量を減らしつつ、自然に返すべ

き土地と最低限の管理が必要な土地を特定し、持続可能な土地利用管理システムを構築す

ることを可能とする。 

研究の結論として、生態系サービスにおける供給サービス（農業生産など）と調整サー

ビス（炭素貯留や水資源保全など）との間には明確なトレードオフが存在することが確認

された。特に、ソーラーパネルの設置が土地の温度上昇や水害リスクの増加に寄与する一

方で、炭素貯留や水源の質にはシナジー効果が見られた。これらの結果は、将来的な土地

利用計画において、エネルギー供給と環境保全のバランスを取るための重要な示唆を与え

ている。 
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Abstract 

This thesis focuses on green space environmental assessment aimed at 
balancing the introduction of renewable energy and ecosystem services (ES) 
in watershed areas. Specifically, it examines the impact of land use changes 
on the environment within Japanese watersheds, utilizing GIS and remote 
sensing technologies for data analysis, and aims to develop a sustainable 
land use management model. Since the Industrial Revolution, rapid urban 
development and land use changes have led to a decrease in forests and 
farmlands, along with increased greenhouse gas emissions. Such land use 
changes have not only resulted in the loss of carbon sequestration capacity 
but also significantly affected local ecosystems and disaster risks. In a 
population-declining society like Japan, the sustainable management of 
land has become a crucial challenge. 

In this study, the geographical and social spatial information of the 
watershed was first organized, and GIS-based data analysis was conducted 
to understand past land use patterns and future trends. Next, the impact of 
solar panel installations on surface temperature changes and increased 
flood risks was evaluated, along with the current state of ecosystem services, 
including carbon sequestration, water resources, soil retention, and habitat 
quality. Simulations were then conducted to assess the environmental 
effects of these changes. Additionally, land use scenarios that account for 
future population decline were developed, proposing specific methods to 
balance productivity improvements with environmental conservation. This 
approach enables the identification of areas that should be returned to 
nature and areas requiring minimal management, facilitating the 
development of a sustainable land use management system through 
collaboration with residents and municipalities. 

The study concluded that there is a clear trade-off between provisioning 
services (such as agricultural production) and regulating services (such as 
carbon sequestration and water conservation) in ecosystem services. 
Specifically, while the installation of solar panels contributes to increased 
land surface temperature and flood risks, a synergy effect was observed 
between carbon sequestration and water quality. These findings provide 
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important insights for future land use planning, highlighting the need to 
balance energy supply with environmental conservation. 
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１．１ はじめに 

 人口減少と気候変動が進む現代社会において、流域圏の土地利用は、多様な環境問題や

社会的課題の解決において中心的な役割を果たしている。特に、農地から太陽光発電用地

への転用は、再生可能エネルギーの普及促進に寄与する一方で、地域の環境、生態系、農

業経済に深刻な影響を及ぼす可能性が指摘されている。 

流域圏の土地利用問題を解決するためには、農地転用に伴う環境変化や生態系サービス

への影響を定量的に評価し、持続可能な土地利用計画を構築することが求められている。

しかし、これまでの研究では、流域単位での土地利用変化を精緻に分析し、持続可能な農

地管理を実現するための具体的な方策について、十分な議論がなされていない。 

本研究は、日本中部の櫛田川流域を対象地域とし、農地から太陽光発電への土地利用変

化が地域環境与える影響を明らかにするともに、再生可能エネルギーと生態系サービスを

両立する持続可能な土地利用計画の研究が目的であった。さらに、再生可能エネルギーと

生態系サービスを両立させる持続可能な土地利用計画の提案を目指す。この研究を通じて、

地域の特性を考慮した土地利用モデルを構築し、全国さらには国際的な適用可能性を模索

する。 

以下では、流域圏の土地利用変化の背景、転用パターンの分析、環境影響評価、そして

将来の土地利用計画の提案に至るまでの研究プロセスを詳細に述べる。本論文が、持続可

能な社会の構築に向けた貴重な知見を提供する一助となることを期待する。 
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１．２ 流域における土地利用への要請の変化 

産業革命以降、人間活動に伴う都市開発が急激に進み、人々の生活環境に関わる土地利

用は、それに求められる要請の変化に伴い、大幅に変化されてきた。限られた土地資源と

増大する土地需要の均衡を取り、土地利用と保護の間の矛盾を調整することは日本だけで

はなく、世界中の各国が持続可能な発展を維持するための重要な課題であった。しかし、

流域における土地利用への要請が多様化しているが、その均衡をどう取るかについての土

地利用計画方法論の知見はまだ少ない。 

ここでまず、流域の定義を見ると、広辞苑では、「河川の流れ行く区域、あるいは河川

の四周にある分水界によって囲まれた区域」とされる。また、日本における流域圏の捉え

方は、第三次全国総合開発計画（三全総）で提唱された流域圏構想からはじまった 6） 7。

流域にかかわる圏域について、研究分野や分析の視点によって①水・物質循環系の観点、

②生態系の観点、③経済圏・文化圏・生活圏の観点、④総合的な流域圏の観点でそれぞれ

解釈されている 8。一方で、土地利用計画や都市開発を行う際に、③経済圏・文化圏・生

活圏の視点からはじめ、通勤通学、総合的な居住環境を形成する広域生活圏が基礎的な圏

域と捉えられている。流域圏を対象とした森林、農地などの土地利用の転換と自然環境の

調和について、既に着眼された研究もあるが 9）10、高度成⾧期に関する時代背景の討論が

多く、現在の都市衰退と人口減少・地球温暖化現象などの問題点との関係性について議論

されるには至っていない。 

戦後の土地利用変化の要請をみると、人口増加期による住宅不足を解消するために郊外

部では農地の宅地開発が行われ、また農地放棄が進行した。さらに、日本農林水産省が行

う 2020 年農林業センサスでの報告では、全体的な農林業経営体数が 1990 年から急激に減

少し、2015 年の全国耕作放棄地と転用地の面積は 1975 年の 3 倍以上になっている（図 1-

1）。また、産業全体の一次産業への割合減少に伴い、人口が大都市圏に集中する一方、地

方流域における農地転用と管理放棄が頻繫に発生している。これらの要因が重なりあい、
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自然資本としての農地の荒廃・衰退が進み、流域圏全体で見ても農地問題はマイナスのル

ープに陥っている。 

 

     
図 1-1 日本全国耕作放棄・転用面積推移（ha） 「農林水産省 2020 農林業センサス」より作成 

 

次に、森林を見ると、戦後の国土回復のために日本政府は急速な造林計画を展開してき

た 11。その結果、人工林の増加は土砂災害の頻度や被害の程度が下がったことが報告され

た面もある一方 12、このような未利用地造林に加え、木材資源を回復する目的で天然林を

針葉樹人工林へと転換する土地利用変化は、急速に流域圏の生物多様性が低下する要因の

一つとなった。このように、防災・減災のための緊急避難的な荒廃地造林は、多面的な機

能を有し、土砂災害の防止や環境保全、生態系の回復といった効果をもたらす一方で、す

べての地域に適用することが適切であるとは限らない。地域ごとに異なる地形的条件や気

候的特性、土地の利用状況を考慮する必要がある。また、防災や環境保全を優先するだけ

でなく、地域の持続可能な発展や生態系サービスの維持・向上を実現するためには、科学

的なデータに基づく評価と多様な利害関係者との協議により、地域社会の合意形成や管理

体制の整備状況が不可欠であった。これにより、限られた土地資源を最適に活用しつつ、

地域の安全性と生態系の健全性を両立させるバランスの取れた土地利用計画を策定するこ

とが求められると言えよう。 

 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015
総計 土地持ち非農家



12 

 

一方で、脱炭素社会の実現に向け、日本における多くの中山間地域では、2010 年から一

部の管理放棄地において太陽光発電システム建設地として再利用され、再生可能なエネル

ギーを提供することが求められるようになった。こうした状況において、人口減少期に突

入する現代社会では、里地里山を中心に、空閑地・空き家の増加のみならず、農地や森林

の管理放棄地への太陽光発電システム建設地への転用をはじめとする土地利用変化による

環境影響も懸念されている。 

2019 年にジュネーブで開催された第 50 回 IPCC（Intergovernmental Panel on Climate 

Change）総会の特別報告書では、「土地利用変化が温室効果ガス排出量増に寄与してきた」

が指摘されている 1（https://www.env.go.jp/press/107068.html）。特に、森林や草地など

の自然の土地が、都市開発により人工的な土地に変わることで、元々その土地が持ってい

た炭素の貯留機能が失われることが問題視されている。マクロの視点では、再生可能エネ

ルギーを供給できる太陽光発電システムは確かに脱炭素に貢献し、持続可能な社会を実現

するために必要とされている 2。しかし、地域のレベルで見てみると、緑地が太陽光発電

システム設置のために人工地へと転用された場合、その地域での CO2 排出と吸収の均衡

が崩れてしまう可能性がある 3）4）5。この変化は、地域気候の均衡を崩すだけでなく、結果

的に地球全体の温暖化に拍車をかけるリスクもはらんでいる。 

ここで、農林地における太陽光発電システムの再生可能エネルギーの普及に影響してい

る FIT 制度の動向について、概観を行う。日本政府は再生可能エネルギーの導入を促進す

るため、FIT 制度（Feed-in Tariff 制度）を導入している。この制度は、太陽光発電を含む

再生可能エネルギーで発電された電力を、一定期間（日本では主に 10 年間）、固定価格で

電力会社が買い取ることが義務付けるものであった。FIT 制度の適用によって、太陽光発

電は大幅に普及が促進された一方、そこにいくつの課題がまだ残されている。太陽光発電

は天候に依存し、広い敷地を必要とするため、設置場所の確保が課題とされ、地方の農業

生産や自然環境への影響が懸念されるケースもある。FIT 制度の適用によって、初期の導
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入コストが下がり急速に普及したが、一部地域では太陽光発電の過剰供給により、電力供

給網（グリッド）の調整が難しく、太陽光発電の買取価格も年々減少している 13。10 年間

の買取保証が終了すると、発電事業者は市場価格での売電や自家消費などの選択を迫られ

る。しかし、市場価格は変動が大きく、売電収益の不安定化につながる。買取価格の推移

をみると、10kw 未満の場合、2022 年の買取価格は、2012 年の 40%まで下がり、50kw 以

上の場合は 25%しかない（表 1-1）。更に、FIT 終了後、発電事業を継続できない場合でも、

設置されたソーラーパネルの撤去費用が問題となる。撤去には高額な費用がかかるため、

放置される可能性があり、環境問題や土地利用の阻害要因となる懸念がある。適切な処理

を促進するための仕組みが必要とされている。FIT 制度は再生可能エネルギーの普及に貢

献した一方で、卒 FIT 後の発電事業の持続性、太陽光パネルの撤去問題、財政負担、電力

市場での競争力確保など、さまざまな課題を抱えている。一方で、全国の太陽光発電設備

（500 キロワット以上）の 2 割が土砂災害リスクの高いエリアに立地し、その中で東海地

方は 2 番目に多い（256 か所）地域であることが判明した 14(図 1-2)。また、無秩序の開発

は土地の保水力を低下させ、崩壊を招く恐れがあり、持続可能性を高めるには適切な土地

利用計画が必要であった。 

以上より、太陽光発電の過剰供給の防止を行い、設置場所の環境影響を最小限に抑え景

観・環境と調和した発展は、自治体と地域住民の共通の課題となっている。 
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図 1-2 土砂災害リスク地区に設置された太陽光発電設備（日本経済新聞より） 

 

以上のように、太陽光発電システムの発電はカーボンニュートラルに大きく貢献する可

能性を有している。一方で、流域圏における緑地や低未利用地を太陽光発電システムに転

用することにより、不透水層の増加による土砂災害と氾濫リスクを高め、地表面温度の上

昇及び周辺エリアの生物多様性への影響・景観破壊等も懸念されている 12）13。更に、農林

地は社会に第一次産業の価値という産業価値だけでなく、生態系の調整と保全など多面的
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機能、すなわち水循環と土壌保持などの自然生態系サービス機能にも影響を及ぼしている

14。 

このように、流域の土地利用変化が多様な環境に影響を及ぼすものの、その結果が具体

的にどのような影響をもたらすのかについての定量的かつ科学的な評価は未だ十分に行わ

れていない。農地の転用による生態系サービスの劣化や、森林伐採が地域の水循環や土壌

保持に及ぼす影響については、多くのケースで個別的な事例研究が行われているものの、

統一的なモデルや方法論に基づく体系的な評価は限られている。このため、土地利用の変

化が環境、社会経済に与えるマイナスとプラスの影響を正確に理解し、それをもとに政策

を立案することが難しい状況であった。したがって、科学的根拠に基づいた包括的な評価

手法を確立し、流域ごとの土地利用計画に適用していくことが、今後の持続可能な地域づ

くりにおいて重要な課題となる。 

 

表 1-1 太陽光発電の買取価格 2012-2016 
 

2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 

10kW 未満 42 円 38 円 37 円 27～33

円 

25～31

円 

10～50kW 40 円+税 36 円+税 32 円+税 27～29

円 

24 円 

50kW 以上 40 円+税 36 円+税 32 円+税 27 円 24 円 

 

表 1-2 太陽光発電の買取価格 2016-2022 

 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

10kW 未満 25～30 円 25～27 円 24 円 21 円 19 円 17 円 

10～50kW 21 円+税 18 円+税 14 円+税 13 円+税 11～12 円 11 円 

50kW 以上 入札制度決定 制度決定 制度決定 制度決定 制度決定 10 円 
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１．３ 流域圏の土地利用と環境変化をめぐる近年の既往研究 

21 世紀に入り、各国の研究機関は「人間活動における土地利用変化が地球環境に与える

影響」にめぐるシミュレーションが行われ、IPCC による評価報告書では、1990 年から

2100 年の間に地上温度が 1.4～5.8℃上昇することが予測された。「土地利用と環境変化の

関係性」といったテーマに対する最初に関心が集まったのは、欧米をはじめとする海外の

先進諸国であるが、日本も戦後の大規模な都市拡張を直面したことによって、この分野で

の研究が多数蓄積されてきた。これまでの「土地利用」と「環境変化」の研究については、

主に地理空間情報システム（GIS）で整備されたデータを用いて、広範囲かつ⾧時期に観

測と計算が行われてきた。その中でも、既存のデータから都市計画の面で考察と評価する

計画論と、リモートセンシング技術を使って環境変化を定量的に分析する方法論の二種類

に分けられる。 

田畑（1979）は、「都市のグリーンマトリクス」で緑地をネットワークとして捉える

「グリーンマトリクス」の概念を提唱し、農地も樹林地などと合わせて緑被地とし、その

残存状況から緑地計画を立案することが必要であることを示した。緑地の分布と機能が都

市の気候や生態系に与える影響を分析し、緑被地率と人口密度、呼吸器系疾患、小動物の

生息、地下水位などの関係についても強い相関性があることを明らかにした。都市内外の

緑地を連続的に配置し、生態系の連続性を確保することで、都市と自然の調和を図ること

を目標とした。しかし、都市の急速な拡大や人口増加に伴い、土地利用の競合や経済的制

約、行政間の調整の難しさなどが挙げられる。都市の持続可能性や住民の生活の質を向上

させるために、グリーンマトリックスの概念を再評価し、スマートシティの概念や ICT 技

術を活用した土地利用計画が必要とされている 15。 

中瀬（1981）は、流域を単位流域および分割流域といった新たな概念に基づいて計画単

位としての意義づけを試み、流域を行政区域の境界線を利用した地域計画スケールでの新

たな計画単位として位置づけられることの可能性を示した。広域・準広域スケールでそれ
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ぞれの土地利用特性を解析し、流域における「縦方向の土地利用の連続性」の現象が発見

されたと共に、流域内の環境特性を詳細に分析し、開発可能なエリアと保全すべきエリア

を明確に区分する手法を提案した。しかし、技術的制約やデータの限界から、流域全体の

詳細な環境情報の収集や分析には困難が伴った。GIS（地理情報システム）やリモートセ

ンシング技術の発展により、流域単位での詳細な環境データの取得や分析が可能となった

将来は、環境保全と持続可能な開発を両立させる取り組みが求められている 16。 

片桐ら（2012）は、緑地環境計画を流域単位で展開し、環境特徴を類型化すると共に、

それと繋がる環境再生と保全政策の導入についての可能性を検討した。小流域は流域圏の

物質循環の閉じた環境単位であり、河川整備・景観管理・生態系評価などの計画単位とし

て、そのスケールの有効性を示した。また、今後流域圏の環境維持と調整は農業・林業・

防災などの複数分野を一体に考える必要があると提示した。最後は、流域圏の環境再生を

計る際には、元来の自然地形構造と結びついた小流域が現況に適して細分化された町丁目

に替わる基本単位として提案した。計画単位として有効性を検証するためには、多くのス

テイクホルダーが共有できる判断基準が不可欠となることから、二酸化炭素吸収量などの

環境評価の指標検討も今後の課題とされている 17。 

清水ら（2015）は、日本全国における土地利用変化を 1976 年から統計を始め、3 次メ

ッシュデータを用いて分析を行い、それに対する社会的（人口）変化と環境的（植生）変

化との関係性を解析した。土地利用変化の類型化と評価指標を提案するともに、その結果

に基づいて東京都市圏の土地利用と社会構造の変化を評価できる有意義なモデルが示され

た。しかし、3 次メッシュを単位とした分析は、広域的な変化傾向が推定されるが、地方

の流域都市における土地利用変化の検出と環境影響の評価は、解像度と分析精度のアップ

が望まれている。人口構成の変化する今後の社会では、地方都市における有意義な分析モ

デルは不可欠であったと考えられる 18。 

石川ら（2020）は、小流域を単位として、神田川の上流部における土地利用変遷を背景
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に、流域グリーンインフラの形成と構造を明らかにするともに戦略的計画論について考察

した。環境問題に都市計画のレベルから取り込むためには、気候変動予測のダウンスケー

リングが必須であり、その前の基盤情報の構築が必要であったと結論付けた。そしてコ

ア・コリダーの概念を提示し、それを社会実装についての議論をされた。土地利用の重要

部分としたグリーンインフラの特質と分布状況は、小流域を単位とした細かな検討が必要

であったとされた 19。 

劉ら（2016）は、三重県の流域圏における土地利用を航空写真からの分類を試し、1966

年からの土地利用変化について分析を行った。従来の土地利用分類を更に細かくし、目視

より農地を水田・畑・茶畑・桑畑の四種類に分類し、更に駐車場・資材置場などから人工

地から切り分けた。高度成⾧期から現代に至る土地利用構造と変化を考察し、森林から公

共施設への転用と茶畑の耕作放棄は地域問題であったことを判明した。それをもとにヒヤ

リング調査から今後の管理を維持するための作業量を算出、人口・就業構造・管理形態と

の関係について分析した。同時に実態変化に伴う里地里山に向ける景観と生態系サービス

の維持に関する問題点を抽出し、人口減少期に向ける計画論が今後の課題であったとした

20。 

小川ら（2022）は、日英における大規模な農地を対象として、持続可能な土地利用型農

業を多面的機能から分析し、緑地における土地利用の変化は環境性から経済性への負の影

響、社会性から経済性と環境性への正の影響を示した。また、日本とイギリスでの比較分

析によって、環境性の追求や社会関係に対する方針により、持続可能なトレードオフが生

じていることを示唆している 21。 

Brian Deal ら（2009）は、流域エリアにおける農林地や生息地の質などの生態系サービ

スに対して、土地利用の将来変化がそれを与える影響をシミュレーションと評価する

「Three Steps」方法論が提示された。流域圏における都市開発政策と生態系サービス変化

の関係性をシミュレーションし、違うスケールで自治体の政策の有効性に対して改めて検
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討した。しかし、全体的な統計分析だけでは、各類型の土地利用の特性に基づいた評価に

重点を置かざるを得ないと共に、将来に対する変化の具体的な分析が難しいとした 22。 

武藤ら（2022）は、流域圏の地理的特性と人工林の管理状況を GIS 上に整理し、SWAT

モデルをもちいて両者の関係性に及ぼす河川流量の変化について分析した。1994 年以降の

データを用いて、対象流域の地質特性と地形特性の関係性を分析し、複数地域の林業関係

者への聞き取り調査から、上流部のダム流域の流量に影響し、林道や作業道の建設の困難

さに影響していることが示唆された。そして、土地被覆の変化による森林環境の変化が流

量に及ぼす影響について，既存のモデルと統計的手法により分析した。土地被覆の変化と

気象データを組み合わせて流域の流量変化を分類化することで、流量の年々変動の振れ幅

が大きくなり、時系列変化の検出が困難であったことが示唆されている。これは、気候変

動や土地利用の変化が流量の一貫性に影響を及ぼし、従来の手法では変化パターンを明確

に捉えにくくなっていることを意味する。このような振れ幅の増大は、水資源管理や災害

リスク評価において、予測の不確実性を高める要因となる 23。 

以上のことから、流域全体において緑地の現状評価と変化を把握し、将来人口縮退下で

管理労働量が減少する中で、いかに効果的に環境変化を評価し、流域全体で居住・生産空

間の持続可能性の向上に繋がる土地利用を行っていくかは、先進国をはじめとする国内外

に対して共通する課題であった。 
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１．４ 本論文の目的と構成 

１．４．１ 地域における課題および研究目的 

前節の背景を踏まえて、三重県における太陽光発電の立地問題と中山間部の農地転用の

実態を解明するため、本研究では、農地から太陽光発電施設への転用が顕著に進行してい

る櫛田川流域を対象地域とする。三重県では、ゼロカーボンシティ宣言を背景に、再生可

能エネルギー導入が積極的に推進されている。一級河川である櫛田川は、松阪市を中心に

広がる流域を形成し、平野部と中山間地など、太陽光発電の導入に適した地形的特性を備

えている。近年は高齢化や担い手不足により農地の耕作放棄が進行し、農地転用を含めた

土地の有効利用として太陽光発電が注目されている。松阪市をはじめた櫛田川流域の各自

治体は、太陽光発電設備の設置に対する補助金制度を設け、市民や事業者の導入を支援し

た。一方で、近年「三重松阪再生はちすウインドファーム発電所」（風力発電）をはじめ、

樋ノ山メガソーラー・四日市メガソーラーなどの再生可能エネルギーの導入に対し、住民

による反対運動も起こるなど 11、三重県の土地利用について深刻な課題となっている。生

態系サービスにおける供給・調整・文化的価値の間にトレードオフ関係を生じさせており、

それが地域の持続可能な発展に与える影響を明らかにすることが求められている。そこで、

本研究において適切な対象地であったとして選定した。 

また、本研究では経済圏・文化圏・生活圏視点の流域定義から、櫛田川が経過した松阪

市・明和町・多気町の三つの行政区画で構成された地域を櫛田川流域と呼ぶ。 

櫛田川流域の農地利用と太陽光発電における課題は、以下の３つにまとめられる。 

 （１）農地から太陽光発電への無秩序な土地利用変化 

農地から太陽光発電用地に転用されることで、農作物の生産量が減少し、食糧供給に影

響するともに、地域の農業経済もダメージを受ける。また、無秩序な開発が進むと、太陽

光発電設備の配置効率が低下し、発電量と維持管理のしやすさが最適化されない可能性が

ある。 
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（２）太陽光発電の開発が温熱環境および生態系サービスに与える影響 

太陽光発電（太陽光発電システム）の開発は、再生可能エネルギーの普及に大きく寄与

する一方で、温熱環境や生態系サービスにさまざまな影響を及ぼす。太陽光発電システム

の設置は、日射熱の反射や吸収により、周辺の微気候や蒸散作用が変化する。また、地表

面が人工素材で覆われ、土壌の侵食や農業生産など生態系サービスへの影響は懸念される。

更に、大規模な配置が地域の景観に影響を与え、観光業や地元住民の満足度に悪影響を及

ぼす可能性が考えられる。 

（３）将来人口動態における農地の在り方 

2050 年まで、櫛田川流域は人口減少に伴い、流域地域の高齢化が進むことが予想され、

農林業をはじめとする地域産業の担い手が不足する。また、インフラ施設の管理や保守、

農地の維持管理に必要な労働力の確保が困難となる。管理されない農地や森林が増える可

能性があり、土地の荒廃や生態系の劣化が進む。 

これにより、農地から太陽光発電への無秩序な土地利用変化は、環境、生態系、地域社

会に大きな影響を及ぼし、明確な土地利用計画やガイドラインが欠如している。また、開

発事業者、地元住民、行政の間での利害調整が不十分であり、太陽光発電開発に関する規

制が緩く、環境影響評価やモニタリングが十分に行われていない。持続可能な開発を実現

するためには、適切な規制の導入、地域住民との協働、環境負荷を最小限に抑える技術的

解決策が求められる。 

そこで、本研究は、農地から太陽光発電への無秩序な土地利用変化が地域環境および生

態系サービスに与える影響を明らかにし、再生可能エネルギーの提供と生態系サービスを

両立する持続可能な土地利用計画の研究が目的であった。具体的には、以下の 3 点を目指

す。 

（１）農地転用における科学的・理論的な要因分析：生態系サービス評価のもとである

農地利用変化の背景にある地理的・社会的要因を明らかにし、土地利用の競合や地域住民
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との対立などの問題点を整理する。 

（２）太陽光発電が環境への影響を数値化・可視化：将来太陽光発電の建設が環境に与

える影響を最小限にするために、太陽光発電によっての温熱環境の変化特徴を把握すると

もに、その空間分布を具体化・可視化する。更に生態系サービスの劣化、保全機能への影

響を定量的に解析する。 

（３）持続可能な農地管理手法の分析：将来人口減少期を予想し、枝分かれのシナリオ

を作成するとともに、（２）で分析した環境負荷を最小限に抑えつつ、再生可能エネルギ

ー利用、生態系保全、農業生産の両立を可能とする土地利用計画を GIS や環境評価モデル

を用いて提案する。 

 

１．４．２ 研究方法 

本研究は、三重県櫛田川流域における土地利用変化に着目し、前節で示した研究目的を

従って、以下の 3 つの章で構成する研究をてんかいした。 

(1)第二章では、櫛田川流域の地理的・社会的空間情報を整理し、時間列で基盤データベ

ースを構築すると共に、農地を作物種類によって分類し、今まで農地転用の空間的特徴と

各種類の農地の転用傾向を把握する。まずは流域における既存の公開データを分析し、標

高データなどを整備する共に、研究対象地域に分析単位とした流域（小地域）とそうてい

した。そして個々の流域における地理的特徴を GIS 上に整理・可視化する。衛星画像によ

る高解像度のリモートセンシングデータを用いて、機械学習モデルによって作物から農地

を 4 種類に分類し、その土地利用の変化（農地転用）の年間推移を分析する。最後は 4 種

類の転用農地の地理的条件（空間分布）および社会的特徴をそれぞれ解析し、その変化パ

ターンと転用に影響を与える要因を抽出する。 

 (2) 第三章では、再生可能エネルギーを提供できる地上設置型の太陽光発電システムに

ついて、その土地利用の変化と環境への影響、特に温熱環境への影響を評価する。具体的
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には、まず太陽光発電システムの増加による流域全体の地表面温度の変化を計算し、流域

（小地域）単位で地表面温度差と地理的条件との関係性を GWR モデルで分析する。温熱

環境の変化を解明するともに、太陽光発電の環境影響を最小限にできる設置場所の地理的

特徴を解明する。 

(3) 第四章では、InVEST モデルを用いて、将来農地減少を想定した生態系サービスの

変化、特に供給・調整・文化の三つの視点から考察し、将来の人口密度の変化に伴う土地

利用変化シナリオを作成するともに、生産性向上と環境保全を地域において棲み分けるこ

とによって両立する手法の研究を行う。先ずは現状における炭素貯留機能や水資源産量な

どの生態系サービスの現況について分析し、更に農地における年間経済価値を GIS データ

として統合し、各サービスの現状とその地理的分布状況を分析する。そして地域の人口動

態を分析、２０５０年の人口を増減速度と空間分布により３種類の将来人口シナリオを作

成する。将来人口減少期における縮小する土地利用の管理労働量の評価と環境影響評価を

もとに、（１）で解明した農地の転用パターンと（２）で計算した環境影響を最小限に抑

える地理的特徴をもとに、現存農地を自然に返すべき場所、再生可能エネルギーとして転

用する場所、生産性を維持・向上する場所を特定するシナリオをつくる。最後は以上の将

来シナリオにおける土地利用計画をもとに、流域単位で将来人口減少期における生態系サ

ービスの地理的分布状況とトレードオフ関係を分析する。 

本研究では、「流域の農地から太陽光発電システムへの変化」が「環境に影響を与える」

という課題を背景に、GIS（地理情報システム）の視点から流域スケールで土地利用の変

化を定量的に分析する。個々の流域（小地域）の機能や特徴を考慮しながら、土地利用の

変化がミクロな環境条件からマクロな流域全体の生態系に与える影響を包括的に解析し、

土地利用変化が及ぼす影響を空間的・時間的に可視化し、科学的な根拠に基づいた評価を

行う。 

さらに、リモートセンシングデータや機械学習手法を活用することで、高精度かつ効率
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的なデータ解析を実現すると同時に、実務的な観点を反映させた評価モデルを構築する。

このモデルは、流域内の農地利用の在り方を設定し、環境保全と生産性向上の両立を図る

柔軟かつ持続可能な維持管理手法を提案することを目的とする。このようなアプローチを

通じて、研究対象地域に留まらず、他の地域でも適用可能な汎用性の高い評価手法を提示

することを目指す。 

本研究の構成は図 1-3 で示す。 

 

 

図 1-3 本研究の流れ 
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第二章 

流域圏における農地の分類と変化 
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２．１ 研究背景 

少子高齢化社会に突入することにより、日本の流域圏も過疎化によって労働管理量が不

足している一方となった。日本中部に位置する櫛田川流域では、都市部から農村部、森林

部にかけて、低・未利用地と耕作放棄地、管理放棄された森林などの緑地の増加などが広

く見られるようになり、景観破壊と生態系の均衡の乱れが深刻化することが懸念されてい

る。その結果、放棄された緑地や未利用地の再生は地方課題になり、農地（森林・農地）

の管理放棄が増加し、地域の農林業における生産活動に大きな影響を与えている。 

一方、気候変動のリスク緩和のために、日本でも 2050 年の脱炭素の実現に向け、ロー

ドマップが示された（Carbon Neutrality）。再生可能エネルギーを提供する太陽光発電施設

（Photovoltaic、以降は PV に略称する）の設置が注目され、全国に急速に設置が拡大して

いるとともに、その環境への影響についての議論が活発化している。ＰＶの設置は、農地

の上にパネルを置く営農型 PV と土地利用を含めて完全転用する地面型 PV に分けられる

が 1） 2、管理人口不足面からも郊外や農村集落の耕作放棄地などの農林地に完全転用され

るケースが多い。しかしながら、ＰＶをはじめた再生可能エネルギー施設は周辺環境、特

に緑地環境に影響を与えている 3。特に流域圏の生態系は環境の変化に対してより敏感で

あったため、このような土地利用転換は地域の土壌質や気候などへの影響は小さくない。

更に農林地などの緑地は食料供給する一方、流域の内水氾濫や土砂崩れなどの災害防止に

も役割を果たしているため 4） 5、このような地理的変化パターンを解明するのは地域にと

って最も重要な課題であった。 

日本の三重県は古くから大規模な農地が存在し、特に茶畑の規模は静岡につぐ全国 2 番

目の産量を誇ると共に、地域景観として観光名所にもなっている。しかし、人口減少のた

め各地域で耕作放棄が増加し、更にこれらの農地の PV への転用が加速された。 

本章では、櫛田川流域を例として農地を作物別に分類し、2016 年から PV に転用された

各種類の農地を特定し、その地理的・社会的特徴を分析するともに、PV に転用する土地
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利用変化パターンを解明することを目的とする。その変化の地理的・社会的要因を理解す

る共に、オープンデータを利用した解析方法を活用し、日本だけでなく海外でも汎用可能

な分析モデルを開発する。 
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２．２ 農地における土地利用分類 

２．２．１ 対象地域における農地の分類 

２．２．１．１ 対象地域・データソースの紹介 

研究対象地域は日本中部地方における三重県の一級河川である櫛田川流域、松阪市・多

気町・明和町の三つの行政エリアで構成される（図 2-1）。流域の総面積は 767.62 ㎢、現

在の人口は約２０万人、典型的な農林業型の流域圏であった。この地域では他の地方流域

圏と同じく、少子高齢化問題に直面し、農林業地域の管理放棄が進んでいる。2010 年から

2020 の十年間、人口はおよそ 10.1%が減少し、農業用面積は 6.3%が減少した。流域圏全

体の農業産出額は 7.3%に低下し（E-STAT）、地方の支えとなる農林業の衰退が見られる。 

 

 

図 2-1 櫛田川流域の位置情報 

 

また、本章の研究は汎用可能な分析手法を構築するが目的であったため、公開された公

式データ及びリモートセンシングデータをもとに、その上で計算する分割流域（小地

域）・傾斜率・年間日射量などのデータを使用した。本章の分析で使うオープンデータの

ソース及びフォーマットは表 2-1 に示す。 
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表 2-1 本章で使用した公開データ情報 

NAME FORMAT SOURCE 

Digital Elevation Model Tiff Geospatial Information Authority 

River Network Shapefile Geospatial Information Authority 

Aerial photographs Jpg Geospatial Information Authority 

Road Network Shapefile Open Street Map 

Farmland Shapefile Ministry of Agriculture, Forestry, and Fisheries 

Administrative  

Boundaries 

Shapefile Ministry of Land, Infrastructure, Transport and 

Tourism 

Sentinel-2 images Remote sensing European Space Agency 

Population Shapefile e-Stat 

 

本研究における単位流域（分割流域）は、DEM データを用いて ArcGIS で計算したもの

であった。計算のプロセスとして、先ずは ArcGIS の Fill ツールを使って、標高データの

平滑化を行う。 DEM データでは、窪地による解析エラーが生じることがあるため、解析

前に平滑化する必要がある。そして Flow Direction と Flow Accumulation ツールを用いて、

流域の各セルに流れ込む水の量を表す流向図および流量累積図を作成する。更に、流量の

閾値を設定し、ストリームネットワークを定義する。ここでの閾値設定は、間接的に単位

流域（もしくは分割流域）の大きさを決める。最後は Watershed ツールを利用し、流向デ

ータとストリームネットワークを基に流域界の境界データを生成する(図 2-2)。 

また、本研究における中流域の定義では、下流部・中流部・上流部の三つで構成されそ

れぞれ分割流域の平均標高から計算した。下流部は平均標高０から 50m の分割流域を定義

し、主に都市部で構成された流域であった。中流部は平均標高 50.1 から 300ｍの分割流域

を定義し、主に郊外部や中山間部で構成された流域であった。上流部は平均標高 300.1ｍ

以上の分割流域で、主に山間部で構成された流域であった(図 2-3)。 
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図 2-2 本研究における単位流域（分割流域）の設定 

 

 

図 2-3 櫛田川流域における中流域の定義 
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２．２．１．２ 本章における研究フロー 

本章で使用した研究フローは図 2-4 で示す。まず、Sentinel-2 データを使用して、2016

年から 2017 年にかけての研究地域の毎月の NDVI（正規化植生指数）と MNDWI（修正

化正規化水体指数）を計算し、それを独立変数として、Random Forest（RF）機械学習

モデルを用いて、地域内の農地を水田（PF）、麦畑（WF）、茶畑（TF）、豆畑（BF）の 4

つのタイプに分類し、その地理的特徴を導き出した。次に、ArcGIS Pro の深層学習モジュ

ールと、2021 年に撮影された航空写真を基にした手動補正を組み合わせることで、研究地

域内の PV の位置情報を計算し、その分布状況を可視化する。これらのデータに基づき、

2016 年から 2021 年にかけて PV に転換された農地の数と位置を特定した。最後に、社会

的要因（人口変動）や地理的要因を組み合わせて、各作物タイプの PV 転用パターンを導

き出した。 

 

 

図 2-4 本章での研究フロー 

 

２．２．２ 農地の分類と検証 

流域範囲内の農地の位置情報は農林水産省（MAFF）から取得し、ポリゴンデータとし

て ArcGIS にて分析を行う。また、2021 年に櫛田川流域における各自治体の農業産出額・

作付面積の統計データに基づき 6、この流域の農地は「水田（PFs）」、「麦畑（WFs）」、「茶

畑（TFs）」および「豆畑（BFs）」次の 4 つの作物に分類できる。 
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水田（PFs）は、灌漑期に水域が存在することが特徴であったため、他の農地タイプと

水田を区別するために、修正化正規化水体指数（MNDWI）7）８を使用して抽出する。

MNDWI の計算式（式 2-1）は、XU（2007）9 によって提案された NDWI 計算式を

McFeeters（1996）10 に基づき改良したものであった。また、水田以外の農地作物は発芽

成⾧時期が異なるため、その植生密度を表す NDVI 指数（正規化植生指標）の周期的な変

動も異なる可能性がある。Sentinel-2 画像を用いて、2016 年 11 月から 2017 年 10 月まで

の月別 NDVI 画像を算出可能であった（式 2-2）。 

 

𝑀𝑁𝐷𝑊𝐼 = (𝐺 − 𝑆𝑊𝐼𝑅)/(𝐺 − 𝑆𝑊𝐼𝑅)                    式 2-1 

𝑁𝐷𝑉𝐼 = (𝑁𝐼𝑅 − 𝑅)/(𝑁𝐼𝑅 + 𝑅)                       式 2-2 

 

ここで、G は緑のバンド値、SWIR は短波赤外放射計のバンド値、NIR は近赤外反射率、

R は赤色光反射率を表す。 

MNDWI の計算に必要な Sentinel-2 の SWIR バンドのデータは 30m 解像度であり、他

に必要である green バンドの 10m 解像度と一致にするため、まず ArcGIS で SWIR バンド

を Pan sharpen 処理を行い、すべてのバンドを 10m 解像度に統一する。調査地域の 2017

年 2 月～6 月（PF 灌漑期間）の MNDWI 時系列変化画像を算出し、統計観測から閾値を-

0.05 に設定する（図 2-5)。農林水産省が提供する農地地域データから MNDＷI 値の閾値

より大きい地域（水域として特定）を抽出し、PF の面積と枚数を計算する。 
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図 2-5 MNDＷI の変化（一部のエリア） 

 

PF 以外の農地では、NDVI を独立変数とし、Random Forest 機械学習モデルを用いて農

地を WF、TF、BF の三種類に分類した。 先ず Google Erath と現地調査から確認で

TF154 枚、WF206 枚、BF150 枚をラベル付き、その NDVI 値をモデルの学習とテストの

ためのサンプルとして使用した(図 2-6(a))。 Random Forest は、landscape 分野のクラス

ター分析で広く使われている機械学習手法であった 11）12）13）14。RF モデルのキャリブレー

ションは、3 つのパラメータ 15 に決定されている：木の数（n_tree）、各スプリットに選択

される共変量の数（m_try）、ターミナルノードのサイズ（node_size）。本研究では、いく

つの試しと調整の上、n_tree＝300、node_size＝6、m_try＝3 に設定した。510 サンプル

のうち，学習サンプルを 70%，テストサンプルを 30%とする。これらのパラメーターを設

定し、RF モデルを用いて、PF 以外の全体農地の NDVI 値から分類を行った（図 2-6 (b)）。 

また、PF 以外の農地を分類する RF モデルの精度を確認するために、混同行列

（Confusion Matrix）を使い、テストサンプルの正確率を計算した（表 2-2）。精度値と混

同行列は、RF モデルの精度を評価する基準として使用する。モデルの精度値は、その全

体的な精度を説明する指標であり、本研究では次の式を使用して算出した： 

 

Accuracy = (TWF+TBF+TTF) / Sn                                             式 2-３ 
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ここで、T WF、T BF、T TF はそれぞれ、テストサンプルに基づいてモデルを正確に予測し

た WF、BF、TF の事例数を表し、Sn はテストサンプルの総数であった。結果として、モ

デルの accuracy 値は 0.91 であり、有意義なモデルとして考えられる。最後に、上記のモ

デルから、調査地域の各種農地の数、面積、地理的分布の特徴を導き出した。  

 

 

図 2-6(a) 学習サンプルにおける 3 種類農地の NDVI 変化。 

図 2-6 (b) RF モデル分類結果の NDVI 変化。 

 

表 2-2 混同行列（Confusion Matrix） 

 Predicted 
TF BF WF 

 
Actual 

TF 44 2 0 
BF 5 47 2 
WF 1 4 48 

 

 

２．２．３ 農地の分類結果 

分類結果から、櫛田川流域総計 115187 か所農地のうち、耕作放棄地・休耕地を除く

106508 ヶ所が存在する。その中で PF は 63888 か所（9646.8ha）、TF は 4875 か所

（393.3ha）、BF は 24902 か所（1177.7ha）、WF は 21513 か所（1019.7ha）であった

（表 2-3）。PF が研究地域内で最も数・面積が多く、流域圏の全体農地数の 54.6％を占
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め、低地の平原に集中していることがわかった（図 2-7）。WF は PF の分布パターンは

似ており、主に明和町の低地の平原や都市郊外地域に分布し、全体農地数の 18％がある。

TF は数が少なく、全体農地数の 4.6％であったが、主に松阪市の中山間部などの高地に

存在し、特に川沿いに集中している。BF は 22.6％の数であったが、分布状況は分散的

であった。主に多気町の川や道添など、人口密度の高い近くに集中していると分かった

（図 2-7）。 

 

表 2-3 農地分類の結果 

 PF TF BF WF Total 

Num（放棄・休

耕地を除く） 

63888 

(61785) 

4875 

(4838) 

24902 

(21134) 

21513 

(19137) 

115187 

(106894) 
Area(ha) 9646.8 393.3 1177.7 1019.7 12237.5 

％ 54.6％ 4.6％ 22.6％ 18％ 100％ 

 

図 2-7  農地分類の空間分布と密度状況。 
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２．３ Deep Learning モデルによる土地利用変化の検出と分布状況 

2016 年から 2021 年の間に PV に転換された農地を識別するために、ArcGIS Pro のディ

ープラーニングモジュールで内蔵した DeepLab モデルを使用して 16）17、2021 年の航空写

真で解析を行った。DeepLab は、全畳み込みニューラルネットワーク (FCN) に基づく画

像解析モデルで、土地利用や環境緑地の分野で広く使用され、画像から特定の対象オブジ

ェクトを抽出することができる 18）19。 

本研究は先ず、2021 年の航空写真から研究地域内のすべての PV のポリゴンデータを抽

出し、結果を手動で検証および修正した。次に、ArcGIS を使用して、PV のポリゴンと

2016 年の農地データを ArcGIS でオーバーレイ分析を行い、重ねた部分を抽出した。これ

により、2016 年から 2021 年の間に、各タイプの農地が PV に転換された数と位置を特定

することができた（図 2-8）。また、PV の面積は、元の農地面積と部分的に一致しない可

能性があるため、本研究では、PV の転用率が 50％を超える場合、農地が完全転用された

と見なす。 

 

 

図 2-8 農地転用 PV の抽出手順 

 

農地転用の計算結果について、櫛田川流域圏の約 11 万ヶ所のうち、1050 ヶ所の農地が
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PV に完全転用され、全体の 0.91％であった。僅か 5 年かけての変化と考えると、これは

地域における注意すべき問題となっていると考えられる。農地の種類から見ると、転用数

と転用面積が最も多いのは麦畑（WF）、1019ha のうち 20ha（0.93％）が PV に転用され

た。その一方、茶畑（TF）と水田（PF）はそれぞれ 0.47％と 0.54％しか転用されていな

い状況が判明した。 

また、ArcGIS 上のカーネル密度計算ツールを使って分析を試みたところ、PV へ転用し

た農地を可視化した。転用した枚数で密度分析した場合、都市周辺部と中山間部の両方が

高い密度を示したが（図 2-9a）、転用面積から密度計算すると、都市周辺部だけに転用地

が高密度で集中することがわかった（図 2-9b）。 

 

図 2-9  PV に転用された農地の分布状況 
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２．４ 土地利用変化の要因分析 

２．４．１ 各種農地の転用状況の統計 

前文の計算によると、2016 年から 2021 年の 5 年間に、櫛田川流域圏内では合計 1806

カ所の PV が建設され、総面積は 394.8ha に達した（表 2-4）。また、農地の転用に関して

は、耕作放棄地および休耕地を除いで約 10.6 万カ所の農地のうち、1052 カ所が PV に転

用されており、総数の 0.98%に相当し、その面積は 77.93ha であった（総面積の 0.64％）。

各農地種類の転用面積パーセンテージからでは、WF からの転用が最も多く、合計 1019ha

の土地のうち、0.93%の 20ha が PV に転用され、その次に BF が 0.81％（9.56ha）が転用

された。一方で、TF と PF の転用率はそれぞれ 0.54%（2.1ha）と 0.47%（45.52ha）にと

どまっていた（表 2-5）。 

 

表 2-4 PV の細分枚数と面積 

 松阪市 明和町 多気町 総計 

PV 数（細分枚数） 1210 342 254 1806 

PV 面積（ha） 220.3 117.4 57.1 394.8 

 

表 2-5 各種農地の転用状況の統計 

 PF TF BF WF Total 

Num（放

棄・休耕地

を除く） 

63888 

(61785) 

4875 

(4838) 

24902 

(21134) 

21513 

(19137) 

115187 

(106894) 

Area(ha) 9646.8 393.3 1177.7 1019.7 12237.5 

Conv Num 431 32 247 340 1052 

Conv 
Area(ha) 

45.52 2.13 9.56 20.72 77.93 

Conv Num% 0.67% 0.65% 0.99% 1.58% 0.98% 

Conv Area% 0.47% 0.54% 0.81% 0.93% 0.64% 
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２．４．２ 農地転用の地理的・社会的特徴 

２．４．２．１ 農地転用の地理的特徴分布 

農地転用の要因を研究するためには、地理的と人的要因の両方を考慮する必要があるた

め、本節では異なる種類の農地を分析し、転用農地の地理的特徴を解明することを目的と

している。各種類の農地と転用地の地理的特徴に有意な差異があるかどうかを確認するた

めに、一元配置分散分析を用いて分析を行う。一元配置分散分析は、関連要因を選別する

ためのフィルターとして、特徴空間の高次元問題を解決する上での有効性が実証され 20 21、

ランドスケープ分野の研究で幅広く使用されていた 22）23）24）25。同時に、PV の設置場所の

選定において、日射量が大きな影響を与えることが複数の研究で証明され、これらの特徴

が流域圏の農地転用にも適用されるかどうかを確認するために、ArcGIS の日射量解析ツ

ールを使用して分析を行った。また、農地の地理的特徴について、本研究は①最寄り水源

までの距離（WD）、 ②最寄り道路ま での距離（ RD）、③標高（ DEM）、④傾斜 率

（SLOPE）、⑤傾斜率（SLOPE）、⑥傾斜方向（DIRECTION）である六つの変数を

ArcGIS で計算した。結果として、各種類農地と転用地の平均値は表 2-6 と図 2-10 で示す。 

 

表 2-6 農地と転用地における各地理的特徴の平均値 

 WD 
(m) 

RD (m) DEM (m) SLOPE SLOPE DIRECTION 

PF  PF 209.6 60.1 43.8 2.21 0.241 125.8 

PF-
conv 

262 21.5 49.3 1.96 0.211 144.1 

WF WF 246.7 45 41.2 1.93 0.3 127 

WF-
conv 

172.8 14.9 126.4 5.08 0.051 146.3 

BF BF 187.1 108.6 93.7 5.5 0.152 149 

BF-
conv 

138.4 17 162.7 6.35 0.012 163.9 

TF TF 154.6 130.9 144 9.1 0.034 161.7 

TF-
conv 

129.7 22.1 152.8 10 <0.001 169.5 

 

各変数の平均値から見ると、傾斜方向（DIRECTION）以外に、農地種類ごとでそれぞ
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れ違う特徴があると分かった（表 2-6）。特に、（１）WD（水路までの距離）は、TF・

BF・WF 三種類に転用された農地では平均距離より近い場所に位置しているが、PF だけ

は全体平均より 20％遠い場所に位置している。（２）RD（道路までの距離）は、転用され

た農地はそれぞれ平均値より 64.2%（PF）、66.9％（WF）、84.3％（BF）、83％（TF）が

少ない、ほぼ全部が道路の近いところに位置している。（３）DEM（標高）は、WF、BF、

TF に影響があることが見られる。それぞれ平均値より 207％、73.6％、８％高い標高の中

山間部に集中している。（４）SLOPE（傾斜角度）は WF だけ特に特徴的に見られ、転用

地の角度は平均値より 163％高く、傾斜が激しい場所に位置している。（５）OPEN（地上

開度）は、日照時間などと関係しているが、全体的に転用された場所の地上開度値は平均

的に低い数値であった。（６）DIRECTION（傾斜方向）は特に関係性が見られないが、全

体的に東南方向きの農地が転用されやすい傾向がある。 
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図 2-10 農地と転用地における各地理的特徴の平均値 

 

そして、以上の平均値分析の結果が、実際に農地転用の特徴であったかどうかを検討す

るために、SPSS で一元配置分散分析（one-way ANOVA）モデルを用いて各変数の有意性

を計算した。有意分析の結果から、転用された農地と転用していない農地の間には、p＜

0.01 の変数は有意な地理的差異が存在することが結論付けられる（表 2-7）。 
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表 2-7 一元配置分散分析の結果 

 WD RD DEM SLOPE OPEN DIRECTION 

PF - PFc_Sig  <0.001 0 0.972 0.996 0.709 0.025 

WF - 
WFc_Sig 

<0.001 0 0 0 0 0.02 

BF - BFc_Sig <0.001 0 0 0.106 0 0.144 

 TF - 
TFc_Sig 

0.998 0 0.498 1 0 1 

F 184.16 159.1 2380.92 3096.87 568.67 159.71 

DF 7 7 7 7 7 7 

 

以上の農地転用と地理的要因の関係を分析することにより、各種類の農地の転換に影響

を与えるポジティブとネガティブの要因を特定できた（表 2-8）。ここで「PST」は、地理

的特徴値が大きいほど、農地が PV への転用に対して促進する影響を与えることを示す。

「NGT」は、値が大きいほど農地が PV への転用に対して緩和する影響を与えることを示

す。「/」は、対応する要因が農地の転換に影響を与えないことを意味する。 

 

表 2-8 農地転用における要因 

  WD RD DEM SLOPE OPEN DIRECTION 

PFs NGT PST / / / / 

WFs PST PST NGT NGT NGT / 

BFs PST PST NGT / NGT / 

TFs / PST / / NGT / 

 

２．４．２．２ 流域単位における農地転用の要因 

本研究は、農地転用は地理的特徴以外に、人口減少期における管理者不足問題も加えて、

それらの検証を行う。櫛田川流域における分割流域（集水域）は、ArcGIS で作成した。

分割流域の作り方として、小地域の境界線はほぼ一致しているため、人口データなどの精

度を保証するために、ここでは小地域の境界線データを使用して分析を行う。中瀬ら

（1981）は 26、流域に関しては，流域が地表流を媒体にした閉鎖系として取り扱えること，

さらには「流域」がかつての行政区域としての「郡」の境界と一致している場合が多いこ
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とに着目して検討を行った結果，流域の計画単位としての有効性を指摘した。 

そして 2016 年から 2021 年までの流域の人口を分析し、農業従事者のデータを ArcGIS

に イ ン プ ッ ト す る 。 こ こ で は 、 農 林 業 セ ン サ ス の 町 丁 目 統 計 デ ー タ を 使 用 す る

（https://www.e-stat.go.jp. Access by 2023.10）。 

更に、式 2-4 で、2016 年から 2021 年の個人農家の耕作率（PFR）を計算し、市町村単

位の農業従事者数の増減率を示す(図 2-11)。さらに、各流域の農地転用率（FCR）も計算

し、どれだけの農地が PV に転換されたかを示（式 2-5）。最後はこれらの 2 つの指標を比

較することで、農業従事者数の変化と農地転換との関係を把握することができる。 

 

𝑃𝐹𝑅j =
PFNj2020－PFNj2015

PFNj2015
× 100%                        式 2-4 

𝐹𝐶𝑅j =
஼௅j

ி௅j
× 100%                            式 2-5 

 

ここで、PFR j は小地域 j における農業従事者人口の変化率を表し、PFN j は該当流域 j

の農業従事者の数を示します。FCR j は該当流域 j の農地転換率を表し、CL j は該当流域 j

で転換された農地の面積を示します。FL j は 2016 年における該当流域 j の農地総面積を示

す。 

本研究は多変量回帰を使用して、流域の転用率 FCR を従属変数として、農業従事者の

変化率 PFR と 6 つの地理的要因（1）傾斜方向、（2）傾斜角度、（3）標高、（4）地上開度、

（5）水源までの距離、（6）道路までの距離を独立変数として、地域単位における農地転

換にどのような影響を与えるかを検討した。また、データの精確性を確保するため、本章

における検討するし流域は、農地転用が発生した分割流域に限る。 
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図 2-11 各分割流域における農業従事者人口の変化率(PFR) 

 

表 2-9 回帰分析の結果 

 Direction Openness DEM Angle WD RD PFR 

P 0.014 0.316 0 0.05 0.613 0.084 0.517 

B 0.005 0.002 0.016 -0.007 -0.001 -0.003 0.001 

Beta 0.180 0.069 0.578 -0.244 -0.034 -0.112 0.040 

P represents significance probability of each factor, B and Beta represents extent to which the factor influences the 
model. 

 

回帰分析の結果（表 2-9）では、有意確率が 0.01 未満であり、モデルが有意であったこ

とを示す。R²は 0.244 で、このモデルの変数が FCR の変動の 24%を説明していることを

示す。さらに、有意確率（P）に基づいて各変数の有意性を確認することができ、4 つの変

数について beta 値を用いて分析した。beta 値が大きいほど、従属変数に対する影響が大き
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くなるため、方位、傾斜角度、標高、および道路までの距離が有意な説明変数であった

（p < 0.05、beta > 0.1 または beta < -0.1）。ただし、耕作管理者の変化（PFR）と転換率

（FCR）の間には相関は見られなかった。 
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２．５ 考察とまとめ 

本研究では、農地を作物の種類に基づいて分類し、各作物の太陽光発電システム（PV シ

ステム）への転換傾向を調査した。 

まずは、農地から PⅤへの転用については、約 78 ヘクタールの農地が 5 年間で太陽光発

電システムに転換され、主に川の近くに広がっていった。異なる種類の農地の転換傾向に

関して、WFs（麦畑）の転換率が最も高く（1.7%）、TFs（茶畑）の転換率が最も低かっ

た（0.66%）。主要な地元作物とされる PFs（水田）や TFs の PV システムへの転換率は低

い傾向が見られた。 

 さらに、各種農地の転換は地理的特性や栽培環境に影響を受けることがわかった。一般

的に、道路に近い農地は転換される可能性が高くることが判明した。各種農地の転換傾向

から以下の結論を得られる：（1）WF の転換は、方向を除くすべての地理的特性と密接に

関連している。（2）BF と WF は共に乾地作物であり、栽培条件に大きな違いはないため、

地形の傾斜角度を除いて、転換地の地理的特性はほぼ同じであった。当地の BF（豆畑）

は段々畑が多く、傾斜角度の影響を軽減する役割を果たしているため、持続可能な農業や

土地利用管理に重要な意味を持っている。（3）PF は水路から遠く離れているほど転換さ

れやすい傾向があり、これは PFs が独自の栽培環境と水資源を必要とするためと考えられ

る。（4）高付加価値作物であった TFs の転換は、道路の近接性（RD）に影響されると同

時に、開放性（地上開度）とも関連していることが分かった。 

 また、農地転換と社会的要因との関係を小地域単位で分析した結果から、農地の転換率

と農家の増減には直接的な関係は見られなかった。しかし、個々の農家が複数の土地を所

有しており、必ずしもすべての土地を転換していない可能性がある。これは、農業従事者

の高齢化や周辺環境の変化も考慮する必要がある。また、農地を太陽光発電システムに転

換することは、周辺環境に重大な影響を与える可能性がある。本章で提案した方法論的枠

組みは、流域地域における農地転換の空間的分布を特定する上で重要な役割を果たし、他
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の地域や国に応用することができると考えられる。ただし、サンプル数の限界やモデルの

精度など、さらなる研究が必要であった。 
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第三章 

土地利用変化における温熱環境評価 
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３．１ 研究背景 

 

緑地の変化が自然環境に与える影響は、世界中で様々な研究が行われているが、データ

解析に基づく流域緑地におけるミクロスケールの温暖化・多面的機能の変化分析は、未だ

に少ない。日本は、南北に⾧く急峻な地形を持つ国土と、西に朝鮮半島や中国などの主要

な貿易相手国が位置するという地政学的な条件が組み合わさり、地域ごとに土地利用の形

態に大きな違いが見られる特徴を持っている。櫛田川流域の土地利用では、上流部と下流

部は典型的な都市と農村の二極化であり、中流域の飯高地域は水田や茶畑が多く見られ、

上流域の波瀬地域は森林資源の管理や保全のためのエリアとなっている（図 3-1）。しかし、

第一次産業離れがもたらした大都市への人口流入による人口分布の偏りは、地域の農林地

の転用と管理放棄を加速した。 

 

図 3-1 櫛田川流域における土地利用現状（6 種類） 

JAXA ALOS データセットより作成 

 

耕作放棄の農地を太陽光発電システム（PV）への転用は、二酸化炭素の排出削減や地域
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の持続可能なエネルギー自給自足を貢献しているが、ミクロ的な地表面温度の上昇や生態

系サービスにおいてはマイナス影響を起こしている。また、管理放棄された農地では、農

業活動が停止することで土地が自然の植生に戻り、生物多様性が向上する一方、雑草や樹

木が無秩序に生い茂るため、地域の景観が悪化する共に、地域の食品供給や獣害リスクの

増加などが懸念される。このような農地の管理放棄と転用におけるトレードオフ＆シナジ

ー関係もまだ解明されていない。人口減少期に突入する流域圏において、いかに科学的・

効果的な土地利用計画を構築するかは、社会全体における課題であった。 

本章は、地面設置型太陽光発電システムへの土地利用変化における地域の地表面を時系

列で解析し、その温度差に影響する地理的特徴を抽出することが目的であった。 
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３．２ 太陽光発電（PV）における地表面温度（LST）変化の評価 

３．２．１ PA の環境影響にめくる近年の研究と本節の研究手順 

再生可能エネルギーの需要と現代社会における都市拡大は、流域圏の土地利用に新たな

課題と機会をもたらしている。国際再生可能エネルギー機関（IRENA）の報告によると、

2020 年までに太陽光発電の総設置容量は 714GW に達し、PV の新設率は加速し続けてい

る 1。2021 年には、世界の太陽光発電容量が約 22％増加し、これにより太陽光発電は 2 番

目に成⾧が早い再生可能エネルギー技術となった 2。この成⾧は各国の努力によるもので、

中国、アメリカ、欧州連合でそれぞれ 38％、17％、10％の増加が見られ、太陽光発電は

現在、水力発電と風力発電に次ぐ第 3 の再生可能エネルギー技術として位置付けられてい

た 3。 

しかし、PV の急速な発展に比べ、その周辺環境への影響に関する研究は依然として不

足している。郊外や農村地域の生態環境は都市部よりもセンシティブであったため 4）5）6、

PV の設置は小規模な土壌や微気候に影響を与えるだけでなく 7、地域の生態系パターンを

変化させる可能性がある 8）9。さらに、大規模な PV の設置は、地表のアルベド（反射率）

や放射バランスを変化させ、間接的に風の流れ、蒸発、降水などの地域の気象パターンに

影響を及ぼす可能性もある 10 11。PV は、太陽放射を他の形態のエネルギーに変換する装置

であり、その変換効率はさまざまな要因によって影響を受けている 12）13）14。変換プロセ

ス中には、機械的な熱エネルギーが必然的に放出され、周囲の地表面温度（LST）に変化

を引き起こしている。これまでの研究では、PV 設置が周辺の気温に変化をもたらし、そ

の影響は高度が上がるにつれて徐々に減少することが確認され 15、地域における大規模な

観測において、局所的なヒートアイランド効果やクールアイランド効果を生み出す可能性

があることが示されている 16）17。しかし、中小規模の観測では、PV によって引き起こさ

れる LST の変化は、地理的条件、季節の気候、設置規模によって異なると考えられる。現

存する研究では、これらの要因に関する詳細な分析が不足している。 
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本節では、リモートセンシング技術と機械学習を基にした複合的解析モデルを設計し、

異なる地理的特徴を持つ地域における PV が温熱環境に与える影響を定量化する。本節の

ワークフローは図 3-2 に示されており、2014 年から 2023 年までの 10 年間にわたって、

地上設置型の PV の増加、分布、他の土地利用タイプへの侵食、周辺の熱環境への影響を

分析することを目的としている。まず、航空写真と ArcGIS Pro で調査地域の PV を特定

し、2 年ごとの統計結果をまとめて、PV の分布と増加傾向を把握する。次に、Google 

Earth Engine（GEE）上で Landsat シリーズの衛星データを使用して、調査地域の地表温

度を月単位で分析し、季節や年における PV 設置地点での地表温度の変化を統計的に評価

した。最後に、地理加重回帰（GWR）モデルと最小二乗法（OLS）モデルを使用して、

PV による地表温度の変化を分析し、これらの温度変化に影響を与える地理的・空間的要

因を特定し、持続可能な PV 設置に向けた提案を行うことが可能になる。このモデルは、

公開データを使用して地上設置型 PV（建物の屋根に設置された PV を除く）を特定し、

複数タイプの PV の空間分布と周辺地表面温度の変化を研究する。 

この解析モデルは、PV が流域における温熱環境にどのように影響するかについての科

学的根拠を提供し、10 年間の時系列データに基づいて、PV と地表温度の相互作用の理解

を深めることができる。将来 PV の建設において、環境への影響を最小限に抑えるための

持続可能な理論的助言を提供することが可能であった。 
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図 3-2 PV における地表面温度変化の評価モデル 

 

３．２．２ 櫛田川流域 PA の抽出と建設状況の分析 

 櫛田川流域内の地上設置型 PV の位置および面積情報を特定するために、まず国土地

理院のデータベースと Google が提供するオープンマップサービス API（Google Earth API）

を利用して、2013 年 2 月から 2023 年 8 月までの調査地域の航空写真および衛星画像を収

集し、解像度が 0.5 m/ピクセルの GES 画像をダウンロードした。データ収集中、一部の

PV 設置の工事期間が 12 か月を超える場合があることが確認されたため、2 年ごとに画像

データの整理分析を行った。最終的に、2013 年、2015 年、2017 年、2019 年、2021 年、

および 2023 年の画像データをまとめ、ArcGIS で航空写真のオルソ補正を行った。これら

の画像データを ArcGIS Pro にインポートし、ランダムに選定された 210 か所の PV 設置
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地点を手動でマーキングし、ArcGIS Pro 内の Pixel Classification ツールを使用し、Deep 

Lab V3 セマンティックセグメンテーションモデル（AI モデル）を用いて PV データの特

定と抽出を行った。このモデルの入力と出力は図 3-3 に示す。 

 

図 3-3 PV 位置情報特定モデルの input＆output 

 

モデルの精度を検証するために、平均交差連合（mIoU）値および混同行列を使用した。

Deep Lab V3 で訓練された PV 抽出 AI モデルを調査地域全体の衛星画像に適用し、最終

的に 2013 年から 2023 年の間における櫛田川流域の地上設置型 PV に関する画像分類結果

を得られた。最後に、すべての分類結果を手動で修正し、これらがすべて地上設置型の

PV 設置であったことを確認した。 

AI モデルの計算結果から、調査地域内のすべての地上設置型 PV の位置情報をポリゴン

データ形式で抽出した。次に、カーネル密度分析法を用いて、現状および 2 年ごとの増加

分布を可視化した。図 3-４(a)は、10 年間にわたる総 PV 設置量を示し、図 3-４(b)は、過

去に設置されたものを除いた、新たに 2 年ごとに設置された PV システムを示す。 
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図 3-４ PV の設置密度分布状況 

 

 

図 3-5 PV の面積と数量の変化状況 

 

 PV 分布の分析結果によると、地上設置型の大部分は沿岸地域や下流部に集中してお

り、特に郊外の工業・農業地帯や海沿いの港湾地域で最も集中しているのが見られる。そ

こから南西部（上流域）に向かうにつれて、PV の数は徐々に減少している。毎年の新規

設置 PV の分布を見ると、2013 年までは主に都市部南側の郊外平野に集中しており、調査

地域全体に比較的均等に分布していた。2015 年には、沿岸の港湾地域での集中増加が見ら

れ、他には郊外の平坦な農業地帯に分布していた。2017 年から 2023 年にかけて設置され

た PV はほとんどが櫛田川流域に沿って分布しており、最新の設置は 2021 年に高地や中

上流の農村地域で見られる。さらに、2013 年から 2023 年の間における調査地域内の 2 年

ごとの PV 設置面積の追加数および増加傾向は図 3-5 に示されている。 
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しかし、図 3-5 (a)と図 3-5 (b)を比較すると、面積の増加が急激に減少しているにもか

かわらず、設置数の減少率は安定していることが分かった。これは、2019 年以降の新規設

置が比較的小規模な PV が中心であったことを示唆している。同様に、2015 年には新たな

設置面積が大幅に増加したが、数量の棒グラフでは凹状のパターンが見られ、2015 年の増

加が中規模から大規模の PV によるものであったと考えられる。さらに、土地利用変化の

観点から分析するため、既存の農地や建物がどれだけ PV に再利用されたかについての統

計も収集した。政府（農林水産省および国土地理院）からの公式データを基に、ArcGIS

でオーバーレイ分析を行った。その結果、2013 年から 2023 年にかけて、PV に再利用さ

れた農地の面積は 851,416 ㎡に達し、建物は 59,064 ㎡を占めることが分かった。これら

の土地利用変化密度は図 7 に示されており、農地からの転用が地域全体で発生しているも

のの、特に櫛田川中・下流域で集中していることが分かった。一方で、建物からの転用は

より集中しており、主に北部の工業地域や上流の農村地域に位置している。 

 

３．２．３ PV による地表面温度の変化解析 

３．２．３．１ 地表面温度の計算モデルと精度検証 

PV による地表面温度の変化が環境に与える影響を分析するため、まず調査地域全体に

おける地表温度の変化を計算する必要がある。Google Earth Engine（GEE）を使用して

Landsat 7 および Landsat 8 からデータを収集し、それに基づいて月ごとの平均地表温度

（LST）データを計算した。Landsat シリーズの衛星は高い空間解像度で LST の推定が可

能であり、特に局所的または小規模な研究に適している。 

計算モデルには、Sofia Ermida によって開発されたモデル 18 を基に、重み付き重回帰分

析（WMLR）を使用して Landsat 7 のセンサーデータの欠損を補正し、2014 年から 2023

年までの調査地域の月ごとの平均 LST データを算出した。また、雲の影響を最小限に抑え

るために、リモートセンシングデータの収集時に GEE 上でフィルタを適用し、雲量が
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20%を超える画像を除外した。 

GEE における計算はまず、正規化植生指数（NDVI）を計算し、調査地域の植生被覆率

（FVC）を推定し、これに基づいて、任意の時点で植生地域の放射率を導き出した。 

 

𝐹𝑉𝐶 = (
ே஽௏ூିே஽௏ூ್ೌೝ೐

ே஽௏ூೡ೐೒ିே஽௏ ್ೌೝ೐
)ଶ                             式 3-

1 

 

ここで、NDVIbare と NDVIveg は、それぞれ裸地のピクセルと植生が覆われたピクセル

の NDVI 値を示す。過去の研究結果 19 20 21 に基づき、NDVIbare = 0.2、NDVIveg = 0.85 とい

うしきい値を設定した。一部の研究では NDVIveg = 0.5 を設定しているが、高解像度デー

タに対しては 0.8～0.9 の値がより適していることを示す。NDVI 値が NDVIbare より低い

ピクセルは完全に裸地と分類され、NDVIveg を超えるものは完全に植生に覆われたものと

見なされる。任意の時点で植生地の放射率（エミッシビティ）は、Vegetation-Cover 法を

用いて導出することができる。この方法は次の式で定義される： 

 

𝜀௕ = 𝐹𝑉𝐶ఌ௕,௩௘௚ + (1 − 𝐹𝑉𝐶)𝜀௕,௕௔௥௘                                式 3-2 

  

 ここで、εb,veg と εb,bare は、それぞれ特定のスペクトル帯域 b における植生と裸地

の放射率（エミッシビティ）を示す。植生地の放射率は通常、熱赤外（TIR）領域での変

動が小さいため、この値は 0.99 に固定されている。Landsat の TIR 帯域における裸地の放

射率は、ASTER の裸地放射率から、Malakar ら（2018）22 によって提供されたスペクトル

調整を使用して導出される。 最後に、LST（地表温度）は、CM-SAF が MFG および

MSG シリーズの衛星データから LST データを導出するために使用している SMW
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（Statistical Mono Window）アルゴリズムを用いて計算する。このアプローチは、単一の

TIR チャンネルにおける TOA（大気圏上端）の輝度温度と LST との経験的な関係に基づ

いており、単純な線形回帰を使っている。このモデルは、放射伝達方程式の線形化によっ

て構成され、地表の放射率に明示的に依存する形で表される。 

 

𝐿𝑆𝑇 = 𝐴𝑖
்௕

ఌ
+ 𝐵𝑖

ଵ

ఌ
+ 𝐶𝑖                                          式 3-

3 

 

ここで、Tb は TIR チャンネルにおける大気圏上端（TOA）の輝度温度を指し、ε は同

じチャンネルにおける地表の放射率（エミッシビティ）を表す。アルゴリズムの係数 Ai、

Bi、Ci は、放射伝達シミュレーションに基づく線形回帰により決定した。このシミュレー

ションは、10 クラスの大気水蒸気含量（TCWV）（I = 1,…,10）に対して行われ、0 から 6 

cm の範囲で 0.6 cm 刻みで分けられている。そして、TCWV が 6 cm を超える値は最後の

クラスに割り当てられる。LST 方程式の係数は、Borbas et al.（2015）23 によって編纂さ

れたデータセットを使用して、Martins ら（2016）24 の解析方法に従って決定された。こ

のデータセットには、気温、水蒸気、スペクトル放射率などの変数が含まれ、15,000 以上

のプロファイルをカバーしている。 

最後は計算結果の検証である。LST 計算結果を得た後、それらを摂氏度に変換し、

ArcGIS で分析を行った。計算結果の精度を確認するため、調査地域内の 2 つの気象観測

点（粥見および金剛川）を選定し、異なる期間の LST 計算結果と観測データを適合分析に

よ っ て 比 較 し た 。 金 剛 川  (KGG) は 下 流 部 の 都 市 郊 外 エ リ ア に 位 置 し （ 北 緯

34°33′46.0″、東経 136°32′59.0″）、一方粥見（KYM）は上流部の農村部に位置し

ている（北緯 34°26′59.0″、東経 136°24′30.0″）（図 3-6）。 
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図 3-６ 結果検証用データの観測所位置 

 

３．２．２．２ 地表面温度（LST）及び地表面温度差（LSTD）の変化 

2014 年から 2023 年にかけての櫛田川流域における年間平均 LST の変化は、図 3-7 およ

び図 3-8 に示す。2014 年から 2017 年の間、都市部の LST の分布は比較的均一だが、

2018 年以降、LST の高い地域が市内に集中していることが観察される。これは、市中心

部での集中的な都市開発と関連していると考えられる。また、2014 年から 2023 年の間に

調査地域の平均 LST は 19.79°C から 20.76°C に上昇し、平均で 0.97°C の増加が見ら

れ、特に冬の平均気温が 7.23°C から 9.56°C に上昇した点が注目される。 

計算結果の検証について、3σ-Hampel 法を使用して外れ値を除去した後、全体の検証

結果では、KGG 観測地点における計算値と実測値の誤差範囲は－1.1°C から 1.6°C 以

内、KYM では－1.4°C から 2.1°C 以内であったことが示された（図 3-9）。検証結果は、

両地点で実際の気温とシミュレーションされた LST（地表面温度）の間に小さな偏差があ

ることを示しており、特に山間部に位置する KYM 観測地点では極端な値が見られ、KGG



66 

 

に比べて全体的な適合度がやや低くなっている。数値的には、KGG の RMSE（平方根平

均二乗誤差）は 2、KYM では 3.2 でした。気温と地表温度の差を考慮すると、本研究で計

算によって得られた LST データは信頼性が高く、高精度であったといえる。 

 

 

図 3-7 櫛田川流域の年間 LST 

 

 

図 3-8 櫛田川流域年間 LST の平均値 

 

 

図 3-9 両観測所における観測値と計算値の検証 
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次に、2014 年から 2023 年の LST（地表面温度）データを、ArcGIS でラスター計算を

行い、2014 年と 2023 年の地表面温度差（LSTD）のマップを作成した（図 3-10）。櫛田

川流域におけるこの 2 つの期間の LSTD は、10.09°C から－4.26°C に達し、地域にお

ける 10 年間の平均年間 LSTD は 1.65°C であった。季節ごとの平均 LSTD を見てみると、

最も大きな増加が見られたのは春で、2.65°C に達した。対照的に、最も少ない増加は秋

で、0.5°C だった。夏と冬の LSTD はそれぞれ 1.98°C と 1.42°C の増加が見られた。 

 

 

図 3-10 2014-2023 年における櫛田川流域の LSTD（地表面温度差） 

 

その後、LSTD（地表面温度差）と PV の位置情報を用いて、PV が LST に与える影響

分析を行った。PV に対して計算された温度差は、各 PV のポリゴン範囲内での LSTD の

平均値と設定した。その結果、PV が設置されている場所では、10 年間での平均温度上昇

は 2.85°C で、最大で 9.44°C、最小で 0.07°C だった。特に、温度の大幅な上昇が見ら
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れた PV は、都市平野の北東部に集中している。更に、PV ポリゴン内の LSTD が、その

周辺よりも高いことが判明し、この現象は小規模なヒートアイランド効果として解釈でき

ると考えられる（図 3-11）。 

 

図 3-11 PV ポリゴン内の LSTD 

 

次に、2014 年から 2018 年と 2019 年から 2023 年の 2 つの期間にわたって、異なる季節

における PV の温度上昇効果を分析した（図 3-12）。比較対象となった 2 つのサンプルは、

それぞれ 2014～2018 年の期間に建設された PV とその期間中の LSTD、19～23 年の期間

に建設された PV とその期間中の LSTD であった。結果は、13～18 年の期間における年

間平均の温度上昇が、19～23 年の期間よりもわずかに低いことを示した。この違いは、春

に最も顕著で（－0.85°C）、秋ではほとんど無視できる程度の差（－0.04°C）であった。 
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図 3-12 2 時期の各季節にわたる PV が起こした LSTD 分析 

 

そして、2014 年から 2023 年の間に、この河川流域地区に設置されたすべての PV にお

ける LSTD 地表面温度差を分析した。PV の温度上昇効果は春に最も高く、3.6°C に達し、

冬は最も低く、2.3°C の上昇となり、平均では 2.85°C の上昇を示した。2014 年から

2023 年の季節ごとの温度変化は、以前の 2 つの期間と比較して、比較的安定していると見

られる。特に、春と夏に最も大きな温度上昇を示した PV 設置箇所は、沿岸の港湾地域に

集中しており、一方で秋と冬に高い温度上昇を示す箇所は、より分散していた。 
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３．３ PV によって形成される LSTD に影響を与える要因 

空間分布の観点から、PV によって形成される LSTD（地表面温度差）の変動性に影響

を与える可能性のある地理的・空間的要因を分析した。LST に関する先行研究によると、

研究地域の緑地面積や人間の活動が LST に影響を与える可能性があるため、独立変数とし

て先ず単位面積内の平均植生指数（NDVI）、建物密度（BLD）、および人口（POP）の 3

つの要因を考慮した。そして、地域が流域であるという特性を考慮し、地形の違いも LST

の変化に寄与する可能性があるため、「河川からの距離（WA）」と「標高（DEM）」も選

定した。最後に、PV が熱源としての特性を持つことを考慮し、PV の面積（PV）も独立

変数に含めた。これらの指標の 500m のメッシュ単位で独立変数として使用し（図 3-13）、

PV の LSTD 平均値を従属変数とした場合、OLS 線形モデルと GWR（地理的に加重され

た回帰モデル）を比較した。最終的に、モデルの結果に基づき、PV の LSTD 変動に影響

を与える指標の分析を行った。 

 

 

図 3-13 LSTD 及び各変数の空間分布状況（500m メッシュ） 

 

図 3-14 各変数の統計情報（500m メッシュ） 
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本研究では、LSTD（地表面温度差）に対する PV の影響を調べるため、OLS モデルに

加えて GWR モデルを使用して変数を適合させ、異なる独立変数がその影響に空間的変動

を示すかどうかを検討した。OLS（最小二乗法）は、線形回帰モデルに基づく分析手法で

あった。独立変数と従属変数をすべて 1 つの回帰方程式に統合し、それらの線形関係を解

釈できる。公式は以下の通り： 

 

𝑌 = 𝛽଴ + 𝛽ଵ𝑥ଵ + 𝛽ଶ𝑥ଶ +  ⋯  + 𝛽௞𝑥௞ +  𝜀                     式 3-4 

 

ここで、Y は従属変数を表し、本研究では PV の LSTD を指す。X1 から Xk は独立変数

であり、本研究で考慮された各地理的指標を表する。β は各指標の係数を示し、特定の独

立変数と従属変数との相関、ε はモデル内の誤差を考慮するための定数であった。本研究

では、ArcGIS 内の OLS モデルで分析を行った。このモデルは、各適合された独立変数に

対する係数 β を出力でき、異なる独立変数が従属変数にどの程度影響を与えるかを理解

することができる。 

通常、地理空間の分析を行う場合、従属変数と独立変数の関係は、空間的に異なる係数

の空間的不均一性を伴う。しかし、従来の OLS のような線形モデルでは、平均的な係数

しか計算できない。地理的加重回帰（GWR）モデルは、各サンプルに対して個別の回帰方

程式を分析し、異なる場所における各独立変数の空間的相関を捉えることができる。GWR

の公式は次の通り： 

 

𝑦௜ = 𝛽଴（𝑢௜, 𝑣௜) + 𝛴௞𝛽௞（𝑢௜, 𝑣௜）𝑋௜௞ + 𝜀௜                     式 3-5 
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ここで、（ui , vi）は地点 i の地理座標であり、この位置に応じた係数の滑らかな地理的

変異が想定 されている。ただし、各地点固有のパラメーターを推定するには、自由度が足

りないため、 GWR では地点 i の係数 {βk（ui , vi）} を推定するために、地点 i のみならず

その周辺の地点データを含めたサンプルのサブセットを利用して回帰分析を行う。より詳

細には、地点 i で最大値をとり、地点 i から離れるほど値が小さくなるカーネル関数を利

用した重み wij を利用した重み付き最小二乗法により、地点 i のローカルな係数を求める。

すなわち、次のような最小化問題の解となる係数を求める。その結果、GWR は地理的な

位置情報からモデルの全体的な相関を計算し、モデルの空間的な相関をより正確に解明す

ることができる。本研究では、ArcGIS 内で OLS と GWR モデルを利用してデータの分析

を行った。両モデルの性能を比較するために AICｃを使用し、その値が低いほど、観測デ

ータに近いモデルであったことを示す。 

結果は、両モデルとも統計的に有意だが、OLS の AICc は 1991.24 であったのに対し、

GWR では 1327.51 だった。また、OLS と GWR の全体的な R²はそれぞれ 0.399 と 0.609

であり、本研究では GWR モデルの方が OLS モデルよりも精確性・適合性が高いと考え

られる（表 3-1・２・３・４）。さらに、OLS の結果では、説明変数の DEM（標高）と

NDVI（正規化植生指数）が PV の温度上昇効果に対して負の相関を示した。モデル化の

過程で、POP（人口）変数に多重共線性があることが判明し（VIF＝24.419）、これによ

り最終分析から POP 変数を除外した。 

表 3-1 OLS モデルの結果 

AIC AICc R2 AdjR2 F-Stat F-
Pro

b 

Wald Wald
-Prob 

K(BP) JB-
Pro

b 

Sigma
2 

1991.24
2 

1991.
5 

0.39
9 

0.38927
6 

20.4651
7 

0 126.149
5 

0 58.9603
7 

0 2566.7
9 

 



73 

 

表 3-2 OLS モデルにおける各変数の詳細 

Variable Coef StdErro
r 

t_Stat Prob Robust_
SE 

Robust_
t 

Robust_
Pr 

StdCoef 

Intercep
t 

3.43017
71 

0.26557
31 

12.916 0 0.25035
37 

13.7013 0 0 

PV_AR
EA 

0.19304 2.359E-
05 

8.18262 1.6E-12 5.253E-
05 

3.67683
7 

0.00026
7 

0.30341 

DEM -0.5113 0.10351
3 

-4.939 1.6E-06 0.00107
25 

-
4.76760

7 

3.397E-
06 

-0.335 

NDVI -0.29178 1.04683
1 

-2.189 0.0289 1.03040
9 

-
2.22414

9 

0.02646
1 

-0.155 

DISTA
VG 

-1.47E-
05 

7.4E-05 -0.199 0.8419 6.56E-05 -0.22512 0.82195
52 

-0.07 

表 3-3 GWR モデルの結果 

Neighbors Residual 
Squares 

Effective 
Number 

Sigma AICc R2 R2Adjusted 

94 262.0206 89.99 0.6732 1327.51 0.609 0.509 

表 3-4 両モデルの結果比較 

 R2 Adjusted R2 AICc 

OLS 0.399 0.389 1991.576912 

GWR 0.609 0.509994 1327.519343 

 

GWR モデルは、各独立変数が空間的に郊外地域で PV の LSTD と最も高い相関を示し

た（図 3-15）。ただし、標高（DEM）と単位面積当たりの PV 面積（PA）は複数の地域で

高い相関を示した。特に、DEM は郊外地域だけでなく、山岳地域の上流部分でも高い相

関を示し、沿岸部や北部の森林地域では負の相関を示した。PA（PV 面積）は沿岸部の低

地で高い相関であったが、北部の港湾工業地域では負の相関を示した。BLD（周囲の建築

密度）は郊外地域で正の相関であったが、いくつかの山岳地域では負の相関を示し、標高

が高くなるにつれてその傾向が強まりであった。NDVI（植生指数）と WD（水域までの

距離）は郊外地域で高い相関を示したが、他の地域では低いまたは負の相関であった。た
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だし、WD の高相関地域は NDVI よりも川に近い場所に位置していることが分かった。 

 

図 3-15 GWR モデルにおける各変数の結果及び相関係数 
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３．４ 本章の結論 

３．４．１ PV 建設状況の変化 

本章は、研究地域内での PV 建設の急速な増加が 2019 年以前に集中しており、特に

2019 年に最も多くの新規設置数と面積が見られたことを明らかにした。これは、2019 年

に日本の三重県自治体によって制定された景観条例の改正が原因と考えられる。この条例

では、特定の面積を超える PV 建設に対して厳格な審査を求めており、その結果、2019 年

以降に新しい PV 建設の数が大幅に減少することはなかったものの、新たに追加された面

積は急激に減少した。これは、2019 年以降の新しい PV 建設が小規模なものを中心とした

ことを示し、政府による規制が新規 PV 設置の増加を抑制する効果を発揮したことを考え

られる。PV の分布に関する統計データ（表 3-5）でも、2019 年以降の新規追加面積が減

少傾向にあることが示されている。  

空間分布の視点からでは、2013 年から 2019 年までの PV 建設は流域の中下流（郊外地

域）に集中したが、2019 年以降は上流域（農村地域）に集中した。川からの距離に関して

は、PV 設置は概して川から 420 m 以内に位置しており、特に 2021 年の新規追加は川の

近くに集中していることか分かった。さらに、2017 年以降、農地を PV に転用するケース

が顕著に増加しており（第 2 章）、そのため、PV の増加はエネルギー需要や二酸化炭素排

出削減に関連しているだけでなく、社会の人口構造とも密接に関連していると考えられる。 

表 3-5 年間新設 PV 地理的特徴 

 ~2013 2015 2017 2019 2021 2023 MEAN 
DEM (m) 49.05 34.94 60.9 53.43 103.46 33.26 58.33 
SLOPE 2.64 2.68 3.32 3.42 4.79 2.87 3.39 

MEAN Area 
(m2) 

1705.4 5645.47 3667.5 4822.54 1491.11 1947.71 3225.82 

WA (m) 437.81 516.47 491.63 407.59 284.56 304.74 413.19 

 

表 3-6 年間新設 PV の統計情報 

 2015 2017 2019 2021 2023 TOTAL 
Add Number 96 359 227 289 274 1245 

Add Area (㎡) 122032 317184 106682 157287 148231 851416 
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３．4．２ PV による LTS 変化及び周囲環境との関係性 

シミュレーションとモデル計算の結果から、河川流域における PV 建設が LST に大きな

影響を与えていることが観察された。しかし、中山間部である上流域ではその影響は比較

的小さくなっている。土地利用の観点から、多くの研究（Cai ら、2016 年; Saha ら、2021

年; Weng ら、2004 年）が、緑地で覆われた地域に比べて、都市域の LST が高いことを示

しており、本研究の結果もこれらの知見と一致している。都市域における 10 年間の

LSTD は 2.56 °C であり、郊外部の 1.32 °C よりも高く、平均で 1.24 °C の差がある。

しかし、PV に焦点を当てると、500m の空間スケールにおける都市域の PV の平均 LSTD

は 2.95°C で、高い植生被覆（500m 範囲内の NDVI が 0.3 以上）を持つ地域の 2.54°C

と比較して、わずかに 0.41°C 高いだけであった。これは、建設済み地域の PV 設置が高

層建築物に囲まれており、1 日を通して受ける太陽放射量が少なく、その結果、機械的な

熱エネルギー生成が少ないためと考えられる。郊外の PV は遮るものがなく、より多くの

太陽放射を受け、そのため多くの熱を生成している。それでも、異なる環境温度により、

都市域の PV は依然として比較的高い LSTD を示す。これは、PV の温度上昇効果が通常

の LST とは異なることを示しており、緑地のような土地被覆が決定的な要因ではないこと

を示唆している。 

また、季節ごとでの分析結果では、流域圏における PV の温暖化効果は春に最も高く、

冬に最も低いことがわかった。この結果は、Barron-Gafford ら（2016 年）が砂漠地域で

得た結果と一致しており、PV の温暖化効果は季節レベルでも一貫していることを示した。 

これにより、PV の設置が流域の温熱環境に影響を与えることは否定できず、その影響

の大きさは PV の周囲環境によって異なることを結論付けられる。全体的に見ると、PV

の標高と面積が他の要因より LSTD に最も大きな影響を与えられている。流域内では、

PV 設置の標高が高いほど、LSTD への影響は小さくなっていく。また、PV 周辺の建築密

度や植生状況も LSTD に顕著な影響を与えるが、主要な要因ではないと考えられる。都市
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部や近郊部では、PV 設置の周囲にある植生より、建物密度が LSTD に影響を与えるが、

一方里地里山では、周囲の植生がより重要な影響を持っている。 

また、地球温暖化の視点から本研究の計算結果に対する影響についても分析した。日本

では、100 年につき 1.3℃上昇しており、21 世紀末の三重県は、気温がさらに上昇すると

予想されている 25。櫛田川流域における観測所の年平均気温は、粥見地方で 30 年あたり

1.04℃ 、津地方で 30 年あたり 0.5℃上昇した 26。そこで温暖化の上昇が線性的だと考える

と、その平均値を取る場合、櫛田川流域の 10 年間平均上昇気温（温度差）は 0.2℃であっ

た。しかし、本研究で観測された温度差の平均値は 2.5～2.9℃でであったため、その影響

は微小でであったことが考えられる。 

太陽光発電の建設が地域環境に与える間接的な影響も無視できない。温熱環境に関して

は、地表温度の上昇は生態系に不安定な変化を引き起こし、土壌水分や微量元素に変化を

もたらすことを意味している。環境に敏感な農作物は、この地域での栽培が難しくなると

考えられ、地域環境の安定に大きく依存して発展している農業地域であるこの櫛田流域で

は、このような温度変動は大きなリスクを伴うと考えられる。 
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第四章 

将来土地利用変化後における 

生態系サービスのトレードオフ・シナジー 
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４．１ 研究背景 

４．１．１ 生態系サービス（ES）に関する近年の議論 

近年、急速な経済発展と都市化の加速に伴い、都市の規模は拡大を続け、さまざまな生

態系サービス（Ecosystem Services）を提供できる水源・緑地などの生態地が大量に占有・

破壊された。その結果、生態系の脆弱性が増し、生態機能の均衡が崩れ、生態的安全性に

大きな課題が生じている１）２。国連は「2030 Agenda for Sustainable Development」にお

いて、17 の持続可能な開発目標（SDGs）を提案しており３）４、その多くは生態系の構築

に密接に関連している。生態系の構築は、持続可能な発展を「グリーン開発」の観点にま

で高めることを目的としており、すなわち、生態系を保護・回復し、自然資源を合理的に

利用し、環境への影響を低減することによって、持続可能な発展の目標をよりよく達成し、

生態系の持続可能な発展を促進することができるのである５）６。 

生態系サービスに関する討論は、世界中で重要なテーマとなっており、特に土地利用や

気候変動、生物多様性の減少といったグローバルな問題に深く関わっている。日本では、

生態系サービス（ES）を人間が自然環境から得る恩恵の総称として、食料や水の供給、気

候の調整、生物多様性の保全、さらには精神的な安らぎやレクリエーションといった文化

的サービスも含まれる７）８）９。具体的には、以下の三つのカテゴリーに分類される：①

「供給サービス」は、食料や水、木材などの直接的な資源供給に関連する。②「調整サー

ビス」は、気候調整、炭素隔離、水質浄化、土壌保持など、環境を安定化させるサービス

であった。③「文化的サービス」は、観光や文化遺産へのアクセス、レクリエーションな

ど、人間の精神的満足を提供する役割を果たすものであった。ES の健全な機能は、人類の

持続可能な発展に不可欠である一方で、これらのサービスは人間活動によって脅かされて

いる。 

現代における都市拡張や森林伐採などの急速な土地利用の変化は、生態系の機能とそれ

に依存するサービスに深刻な影響を及ぼしている。これらの変化は、しばしば人間社会に

対する利益と損失を引き起こし、その結果として、異なる生態系サービス間でのトレード
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オフ（相互に利益を犠牲にし合う関係）やシナジー（共に利益をもたらす関係）が生まれ

る。 

近年日本では、ES の経済価値を評価する試みが盛んになっている。代表的な手法として、

ES を維持・保全を評価する生態系サービスへの支払い（PES）という管理システムを

1990 年代から導入している。ES の保全に有効な手法として、既に世界中で約 300 以上の

導入例が報告されている。しかし、人口減少期に突入する今後の社会に対して、管理者不

足による土地利用変化に対する ES へのシミュレーションと評価手法は、未だに見られて

いない。 

これまでの研究では、土地利用の変化によって引き起こされる ES 間のトレードオフに

注目が集まっていた。特に、第二次産業の増加と炭素隔離、生物多様性保全、水資源管理

との対立が議論され、⾧時間の土地利用変化を分析し、一つの土地利用可能性に対する ES

評価の研究が多かった。一方で、複数の土地利用シナリオの可能性については、まだ十分

に解明されていない。たとえば、適切な土地管理によって農業生産と生物多様性の両方を

維持できるかどうか、再生可能エネルギーの導入が他の ES に与える好影響など、シナジ

ーを活用した持続可能な土地利用の方向性についての議論は増加している。科学技術の進

歩も生態系サービスの未来に大きな影響を与えると考えられる。リモートセンシングやモ

デリング技術を活用した生態系シミュレーション、より効果的な生態系保護が実現される

と考えられる。 

 

４．１．２ 研究の目的と流れ 

本研究における櫛田川流域では、人口減少、気候変動といったグローバルな問題があり、

これらは土地利用パターンを大きく変え、ES の提供能力に直接影響を及ぼしている。特に、

農業の生産性向上や都市開発は、短期的な経済的利益をもたらす一方で、⾧期的な生態系

の持続可能性を損なうリスクが高い。このような背景の中で、持続可能な社会（SDGs）
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の達成に向けて、土地利用の最適化と ES の維持が重要な課題となっている。そこで、本

研究では、土地利用の変化が ES に与える影響を明確にし、将来人口減少期における複数

の土地利用シナリオを予測し、異なるサービス間のトレードオフとシナジーに焦点を当て

て分析を行う。前章で解明された農地転用の特徴と太陽光発電の温熱障害を考慮しつつ、

将来人口減少期における土地利用計画をシミュレーションすることで、各 ES 間のシナジ

ー効果を達成することを目的とする。 

研究の流れは図 4-1 の通りであった。 

 

 

図 4-1 本章の研究フロー 

 

まず、リモートセンシング技術を用いて、オープンデータより高精度な土地利用分類を

行う。土地利用現状より、InVEST モデルと ArcGIS を用いて現在における櫛田川流域の

生態系サービス評価を行う。そして将来人口減少に対して最も変化を発生する農地の生態

系サービス機能を評価し、現状のトレードオフ＆シナジー関係を解明する。更に、将来の

人口密度を３パターンで予測し、農地についてそれぞれ具体的な土地利用変化のシナリオ
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を設定し、それに基づいて各種 ES の変化を定量的に評価する。供給サービス（農業生産、

農地面積、生産性）、調整サービス（炭素貯留、水質浄化、土壌保持、生息地の質）、文化

的サービス（観光スポットや文化遺産へのアクセスビリティ）に対して、緑地の土地利用

変化がどのような影響を与えるかを分析する。最後は、異なるサービス間のトレードオフ

とシナジーを特定し、どのような土地利用計画が複数の ES をバランスよく維持できるか

を明らかにする。各サービスの間のトレードオフを緩和する手法、または再生可能エネル

ギーの導入が供給サービスや文化的サービスに与える好影響を検討する。 

本研究では、人口変動を考慮した土地利用管理のシナリオも検討することより、管理可

能な農地面積が減少する場合、余った土地を再生可能エネルギーに転換するか、自然回復

に委ねるかの選択が生まれる。これらのシナリオを通じて、生態系サービスの持続可能性

と社会的価値の調和を探り、政策的示唆を提供することを目指す。生態系サービスのトレ

ードオフとシナジーを理解し、持続可能な土地利用のための戦略を提案することにより、

地域社会と自然環境の共生を促進することを目指している。特に、グローバルな視点から

だけでなく、地域固有の状況に適した土地利用計画を策定し、人口減少期の将来における

⾧期的な生態系の健康と人間の福祉の両立を図るための基盤を築くことを目標とする。 
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４．２ リモートセンシングによる流域圏の土地利用分類 

４．２．１ 土地利用分類モデル 

 本章の研究地域は依然として三重県の櫛田川流域であった。Sentinel-2 のリモートセン

シングデータをベースとして、Google Earth Engine（GEE）で Random Forest（RF）モ

デル７を用いて土地利用の分類を行った。 

RF モデルは、他のモデルと比較して優れた性能を持つため、バイオマス予測８、エコト

ープマッピング９、樹冠被覆予測１０、土壌有機炭素のマッピングと予測 11、土地利用・土

地被覆（LULC）分類１２など、さまざまな生態系モデリングタスクで注目を集めている。

RF 分類では、2 つのパラメーター、ntree と mtry が最も重要であった。Mtry は各ノード

で選択される予測変数の数を指し、デフォルト値（予測変数全体の平方根）がより良い結

果をもたらす。ntree では、これは独立した木の総数を制御し、多くの木を持つことは、

変数の重要性や変数の相互作用の安定化に有利であった。そのため、LULC 分類には mtry

のデフォルト値と 1000 の ntree を使用した。学習モデルであるため、目視確認で９種類の

土地利用を 120 個のサンプルポイントを特定し、すべてのサンプリングポイントはランダ

ムに 2 つのセットに分割され、70%がトレーニング用に、残りの 30%が検証用に割り当て

られた。LULC の精度を評価するために、全体精度、カッパ係数を使用して混同行列

（CM）を作成した。 

本章で使用したリモートセンシングのデータベースは Sentinel-2 であり、最小 10ｍ解像

度の各バンドデータを提供し、それを組み合わせることで異なる自然指標を計算できる。

Sentinel-2 は A・B・C の 3 シリーズが運用中であり（Ｄシリーズは 2028 年打ち上げ予

定）、Sentinel-2A は 2015 年に打ち上げ、European Space Agency が管理と運用を担当して

いる。搭載したセンサーは Multi Spectral Instrument（MSI）と呼ばれ、10 日という高回

帰期間を持ち（同一場所を 10 日に 1 回で観測）、観測幅は 290km に達する。各バンドの

詳細は表 4-1 に示す 13。 
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表 4-1  Sentinel-2A 各バンドの詳細 

バンド 波長 中心波長 解像度 観測項目 

B1 indigo 443nm 60m エアロゾル 

B2 Blue 490 nm 10m エアロゾル / 陸域情報 

B3 Green 560 nm 10m  

 

陸域情報 
B4 Red 665 nm 10m 

B5 VNIR 705 nm 20m 

B6 VNIR 740 nm 20m 

B7 VNIR 783 nm 20m 

B8 NIR 842 nm 20m 水蒸気補正 / 陸域情報 

B8a NIR 865 nm 10m 

B9 NIR 945 nm 20m 水蒸気補正 

B10 SWIR 1375 nm 60m 巻雲の検知 

B11 SWIR 1610 nm 20m 陸域情報 

B12 SWIR 2190 nm 20m エアロゾル / 陸域情報 

 

本章におけるモデルの計算指標はそれぞれ、NDVI、NDBI、EVI、BSI、MNDWI、

NDSI、MSAVI、SVVI の８種類であり、表 4-1 で記載されたバンドを用いて GEE にで合

成した。これらの自然指標を独立変数として RF モデルにインプットし、機械学習で櫛田

川流域全体の LULC を分類した。また、雲の影響を最小限にするため、今回使用したリモ

ートセンシングデータはすべて曇り遮蔽 20％以下のものとする。計算に使用したコードは

Java script がベースであり、本章の最後にあげる。 
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４．２．２ 土地利用分類の結果 

2023 年における櫛田川流域の LULC 分類結果は図 4-2 に示す。本章では、生態系サー

ビスの評価を行うため、機械学習における LULC の分類はそれぞれ①水域、②建築、③水

田、④畑、⑤草地、⑥森林、⑦荒地、⑧太陽光パネル、⑨湿地とする。そして、第 2 章で

分類した農地種類、第３章に Deep Learning で AI 学習によって検出された太陽光発電シ

ステム（PA）も含めて、流域の土地を全部９種類の LULC に分類した。各種類の LULC

分布状況及び面積は表 4-2 に示す。 

 

図 4-2 櫛田川流域における 2023 年 LULC 

表 4-2 各 LULC の面積 

Code 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

LULC 水域 建築 水田 畑 草地 森林 空地 PA 湿地 

Area

（㎢） 

6.58 103.4 96.46 25.66 33.69 723.6 12.24 6.07 16.98 
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また、本研究における LULC 分類モデルの精度について、混同行列（CM）を使用して

検証を行った。CM は機械学習において、構築したモデルの性能を評価する手段のひとつ

であった。本章では、Python を用いて、Scikit-learn モジュールに CM を算出し、この分

類モデルの最終精度（overall accuracy）は 89.37%であり、モデルと考えられる。 
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４．３ 現状における ES 分析 

４．３．１ 各種 ES の計算手法 

本研究における ES の評価は、ArcGIS 及び InVEST モデルで、土地利用分類の結果をも

とに計算を行った。生態系サービスの指標について、①供給サービスは農地の経済価値、

農地面積、農地の生産便利性（標高・傾斜）、再生可能エネルギーの提供性の四種類、②

調整サービスは炭素貯留、水源水質、土壌保持、生息地の質の四種類、③文化的サービス

は観光スポットや文化遺産へのアクセスビリティ、景観評価の二種類、全文合計 10 種類

から評価する（表 4-3）。 

 

表 4-3 本章における計算する８種類 ES 

サービス種類 サービス名 計算単位 計算ツール 

 

 

供給サービス 

農地面積 筆ポリゴン ArcGIS 

農地の経済価値 筆ポリゴン ArcGIS 

生産便利性 筆ポリゴン ArcGIS 

再生可能エネルギー提

供 
筆ポリゴン ArcGIS 

 

調整サービス 

炭素貯留 メッシュ（10m） InVEST 

水源水質 メッシュ（10m） InVEST 

土壌保持 メッシュ（10m） InVEST 

生息地の質 流域メッシュ（10m） InVEST 

文化的サービス アクセスビリティ 筆ポリゴン ArcGIS 

PA における景観評価 筆ポリゴン ArcGIS 

 

供給サービスについては、以下の手順で算出する： 
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① 農地面積は、農林水産省が行う農林業センサス調査より公開した筆ポリゴンデータ

（2022）から、ArcGIS で面積計算を行い、小地域単位で統計を行った。 

② 農地の経済価値は、第 2 章で分類した「水田」「麦畑」「豆類畑」「茶畑」の 4 種類農

地の面積データをもとに、農林水産省の農林業センサスでの櫛田川流域各自治体の

農業年間産出額から割り算して、各種類農地の年間産出額（円/㎡）を計算できる

（表 4-4）。そして筆ポリゴンデータにインプットし、ArcGIS で一筆一筆の農地年間

産出額を統計した（表 4-4）。 

③ 生産便利性は、農地の耕作条件と強く関係する標高・傾斜の２つ地理的特徴から、

数値を標準化して小地域単位で統計を行った。 

④ 再生可能エネルギー提供は、太陽光発電システム（PA）の発電量を意味する指標で

あり、本研究においては、個々の PA 面積をその発電量（ポテンシャル）として換

算する。 

 

表 4-4 各種類農地の経済価値 

農地種類 総面積（ha） 総産出額（万円） 単位価値（円/㎡） 

水田 9646 876,821 90.9 

麦畑 1019 317,92 31.2 

茶畑 393 164,116 417.6 

豆類畑（野菜） 1177 233,516 198.4 

 

調整サービスについては、以下の手順で算出する： 

① 炭素貯留機能は、計算した LULC 種類をもとに、InVEST モデルで計算を行った。

炭素貯留は各種類の LULC の炭素貯留量は以下の式で計算する： 
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Ci = Cia + Cib + Cis + Cid                                      式 4-1 

 

ここで、𝐶i は i タイプの LULC における炭素貯留量、𝐶ia は i の地上炭素貯留量、

𝐶ib は i の地下炭素貯留量、𝐶is は i の土壌炭素貯留量、𝐶id は i の枯死有機物炭素貯留

量とする。そして結果を ArcGIS で地理空間分析を行い、小地域単位で統計計算を

行う。 

まだ、インプットデータである各土地利用に関する炭素貯留機能の閾値設定は、

IPCC の 2003 年、2006 年、2014 年ガイドライン及び環境省の「カーボン・オフセ

ットガイドライン」（https://www.env.go.jp/content/000209289.pdf）と林野庁の

「 木 材 に 係 る 炭 素 貯 蔵 量 の 表 示 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン 」

（ https://www.rinya.maff.go.jp/j/mokusan/attach/pdf/mieruka-1.pdf ） を も と に 計

算した。 

 

② 水源水質機能は InVEST モデルの Water Yield Module で計算した。このモジュール

は、グリッドマップと水収支の原則［年間降水量（P）から実際の蒸発散量（AET）

を引いたもの］を使用して、各ピクセル（x）における年間の水量水質（Y）を決定

する。このモデルでは、地表水と地下水を区別せず、年間の終わりには、蒸発した

ものを除いた全ての水が流域を離れると仮定している。土地利用や土壌特性、地域

ごとの Z 値をもとに、空間的に水の流出や貯留・浄化がどのように分布するかを推

定できる。 

このモジュールの必須インプットデータとして、LULC データ・年間降水量デー

タ（Precipitation）・蒸発散係数データ（Evapotranspiration Coefficient, kc）・土壌の

深さデータ（Soil Depth）・植物利用率データ（Plant Available Water Content, 

PAWC）の５種類であった（図 4-3）。その中、年間降水量は流域の観測所データか
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ら 作 成 さ れ 、 蒸 発 散 係 数 及 び 植 物 利 用 率 デ ー タ は ISRIC data hub

（https://data.isric.org/）からの公開データで、土壌の深さデータは European Soil 

Data Centre（ESDAC）からの 7Level データから合成したものである。最後は、こ

れらのデータを Water Yield Module にインプットし、年間水質水収量の空間分布の

推定結果を得られた。 

 

  

Precipitation             蒸発散係数 

 

  

Soil Depth             Plant Available Water Content 

図 4-3 水源水質機能におけるインプットデータ 

 

③ 土壌保持は水源水質機能と同じ、InVEST モデルで計算した。土壌保持（Sediment 

Delivery Ratio, SDR）モジュールは、土地利用が土壌浸食とその結果生じる土壌流
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出にどのように影響するかを評価できる。具体的には、土地の異なる場所でどれだ

けの土壌が侵食されるか、そしてどれだけの土壌が水路に運ばれずに保持されるか

を推定できる。 

このモジュールの必須インプットデータとして、LULC データ・デジタル標高モ

デル（DEM）・土壌浸食性データ（RUSLE 因子）・土壌浸食抵抗性データ（Soil 

Erodibility, K）・水路・小流域データの５種類であった。その中、DEM データは国

土 地 理 院 か ら の 10 ｍ 公 開 デ ー タ 、 RUSLE デ ー タ は ISRIC デ ー タ ベ ー ス

（https://soilgrids.org/）から獲得、Soil Erodibility は Wischmeier and Smith らで開

発された計算モデル 14 で、Raster calculator tool で計算し、水路・小流域データは

ArcGIS で DEM データをもとに独自で作成したデータであった。 

 

  

DEM                    RUSLE 
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Soil Erodibility                小流域 

図 4-4 土壌保持機能におけるインプットデータ 

 

④ 生息地の質は InVEST モデルの生息地の質（Habitat Quality）モジュールで計算を

行った。生息地の質は、地域の生物多様性の維持や生態系サービスの提供において

非常に重要であり、土地利用の変化や脅威の分布が生態系の質にどのように影響す

るかを評価できる。このモジュールは、各土地利用タイプがどれだけの生息地価値

を提供するか、またどれだけ脅威にさらされているかを分析し、生息地の「質」と

「劣化」を定量化ができる。 

このモジュールの必須インプットデータとして、LULC データ・脅威性データ

（Threat Data）（表 4-5）・生息地の敏感性データ（Habitat Sensitivity）（表 4-6）の

3 つである。その中、Threat Data と Habitat Sensitivity は InVEST モデルのデフォ

ルトファイルによって作成した。また、脅威性を持つ LULC 類型として、先行研究

から建築（Building）、空地（Ground）、太陽光発電システム（Solor）、畑（Crop）、

水田（PF）の五つと設定した。ここで、THREAT は脅威源とする土地利用種類、

MAX_DIST は影響できる最大距離（㎞）、WEIGHT は脅威の重み、DECAY は脅

威が距離の⾧さによる衰退パターンとする。 

 

表 4-5  生息地の質における Threat Data 

THREAT MAX_DIST WEIGHT DECAY 

Building 2.1 0.85 exponential 

Ground 1.2 0.5 exponential 

Solor 1.5 0.68 exponential 

Crop 0.51 0.2 exponential 

PF 0.3 0.4 exponential 
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表 4-6 脅威源が各種類 LULC に与える脅威性（Habitat Sensitivity） 

lucode NAME HABITAT Building Ground Solor Crop PF 

1 Water 0.7 0.7 0.2 0.7 0.6 0.4 

2 Building 0.2 0 0.1 0.1 0 0 

3 PF 0.4 0.7 0.4 0.7 1 0 

4 Crop 0.5 0.8 0.3 0.5 0 1 

5 Grass 0.8 0.6 0.7 0.8 0.7 0.6 

6 Forest 0.97 0.9 0.8 0.7 0.7 0.6 

7 Ground 0.3 0.1 0 0.2 0 0 

8 Solor 0 0 0 0 0 0 

9 Wetland 0.67 0.8 0.7 1 0.9 0.8 

 

文化的サービスについてのアクセスビリティは、国土数値情報のポイントデータから

ArcGIS でユークリッド距離 (Euclidean Distance)を用いて計算した。ここで使用したポイ

ントデータは先行研究により１5、①名勝地・民俗文化財、②森林スポーツパック施設、③

遊歩道数、④有形文化財の 4 種類に設定した。 

また、本研究における PA の景観評価とは、太陽光発電システムが地元の景観をどれだ

け影響及ぼしている評価であった。新潟県の太陽光発電システムゾーニング計画を参照し、

個々の PA から最寄りの道路までの直線距離（視覚的距離）をその影響度とする。 

 

 

４．３．２ 各種 ES の計算結果及び現状分析 

 上記の計算手法により、現状の LULC における各種類 ES の空間分布状況を解明できた。

これらの結果を小地域単位で統計し、ArcGIS で可視化を行った。 

 先ずは供給サービスの農地面積について（図 4-5）、小地域における農地の総面積は０か

ら 1.3 ㎢に渡り、高密度の小地域は主に中流域に集中していることが分かった。一方、農

地の経済性（図 4-6）については面積と違い、中流南部と下流部の小地域が高いと見られ
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る。最後は生産便利性（図 4-7）が高い小地域では、平坦地の下流部だけに集中しており、

中流と上流部は少ないことが分かった。太陽光発電システムの発電量は各エリアに分散的

にみられるが、高発電量エリアは北南側に集中しているともに、山間部にも数か所がみら

れる。（図 4-8） 

 次に、調整サービスの炭素貯留機能の平均値から見ると、都市開発が進む下流部が低い

が、上流部のダムが所有する流域周辺もやや低めであった（図 4-9）。水源水質機能では、

中流の北側及び下流部の南側が低いが、上流部の南側、特に山間部が高い（図 4-10）。土

壌保持機能は、都市部と郊外部にかかわらず、下流の海岸線付近小地域が低い値を示し、

全体的西南方向の地域が高いことが分かった（図 4-11）。生息地の質では、全体的に里地

里山エリアが高く、下流部、特に工業エリアが低かった（図 4-12）。 

 最後は文化的サービス、アクセスビリティの視点からでは距離が近いほど（数値的には

低い）良いとされるため、都市化が進んでいた小地域の評価が高いと分かった（図 4-13）。

また、PV における景観評価では中流・上流域は全体的に高いが、下流平地における郊外

部」が低い結果となった（図 4-14）。 
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図 4-5 供給サービス①農地面積 

 

 

図 4-6 供給サービス②経済的価値 
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図 4-7 供給サービス③生産便利性 

 

図 4-8 供給サービス④再生可能エネルギー発電量 
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図 4-9 調整サービス①炭素貯留機能 

 

 

図 4-10 調整サービス②水源水質 
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図 4-11 調整サービス③土壌保持 

 

 

図 4-12 調整サービス④生息地の質 
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図 4-13 文化的サービス①アクセスビリティ 

 

図 4-14  文化的サービス②PA における景観評価 
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４．４ 将来農地利用シナリオにおける ES 評価  

４．４．１ 将来農地利用のシナリオ設定 

４．４．１．1 人口減少シナリオの設定 

少子高齢化による影響で、将来の流域圏における人口密度は下がると予想されるが、具

体的な数については、様々な研究が行われている。本研究は、自治体と地域住民と開かれ

たワークショップで議論された結果と、国土交通省で発表した人口推測データをもとに、

2050 年櫛田川流域における三つの将来人口分布シナリオを設定した。現状人口のデータに

ついて、本研究は国土数値情報から 500m メッシュ単位の人口データ（平成 30 年調査）

を用いて、先ずはフィッシュネットツールで人口メッシュを 100ｍのポイントデータに転

換し（平均値で割り当てる）、ArcGIS で分割流域境界線データ（小地域）と空間結合を行

う。そしてテーブル統計ツールで個々の分割流域内のポイントデータを統計し、分割流域

における現在の人口を GIS データとして試算した。 

そして将来人口のシナリオの作成については： 

 先ずは、①流域の将来人口は現在の分布状況と減少速度を維持していくことを想定した

現状進行型シナリオ。そして、②人口の分布（移住）は変わらないが、人口減少と過疎化

が進行していく、マクロ減少シナリオ。最後は、③人口の数は①と変わらないが、住民は

地域のインフラ施設（役場・道の駅・販売店・集会所）近くに移住・集約するコンパクト

型シナリオ（図 4-15）。 

① 現状進行型シナリオは、国土交通省・国土数値情報で公開された 500ｍメッシュ単

位の人口データをもとに、ArcGIS で座標系転換と地理空間補正を行った。2050 年

人口の予測値計算は、総務省「平成 27 年国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究

所「日本の将来推計人口（平成 29 年 1 月推計）」の推計値、「日本の地域別将来推計

人口（平成 30 年 3 月推計）」の推計値及び仮定値（生残率、子ども女性比、純移動

率）によって計算された。 
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（ https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/mesh500_1000_h30.pdf ）これにより、

現状進行型シナリオにおける櫛田川流域の 2050 年人口は、221678 人とする。 

② マクロ減少型シナリオは、国立環境研究所（NIES）による人口減少速度を「強」と

設定し（ https://www.nies.go.jp/pances/map/webmap/pop/index.html ）、2050 年

全国人口分布将来推計データをもとに ArcGIS で作成した。これにより、マクロ減

少型シナリオにおける櫛田川流域の 2050 年人口は、205496 人とする。 

③ コンパクト型シナリオは、将来人口の総人数を①と同じ 221678 人と設定し、生活圏

をコンパクト化にすることを目標する。地域住民と自治体へのヒヤリングとワーク

ショップを通じて、将来人口減少期における居住エリアは役場・道の駅・販売店・

集会所・病院の五つを設定し、小地域で人口を集約する。人口を集約する範囲は施

設の中心点から 2.5km 内のメッシュに集中し（1.5km x 1.5km）、密度の変動範囲は

現状（2015 年）を目安として設定した。また、以上の施設のない小地域は、他の小

地域への移住を想定する。 

 

図 4-15 各シナリオの人口密度と農地管理範囲 
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3 つの人口減少シナリオのうち、どれも過疎化による空き地空き家が増えるため、現状

存在しているすべての農地の管理は難しいと考えられる。里地里山の空洞化が進み、将来

農地における管理可能な範囲も変化するであろう。そのため、将来管理可能な農地を将来

居住エリアメッシュ（1 人以上）の中心点から１ｋｍバッファと設定し、それ以外の農地

は管理不能と判断する。その結果、現存する 12237ha の農地から、現状進行型シナリオの

管理可能範囲内の農地は 11626ha，マクロ減少型シナリオは 10893ha、コンパクト型シナ

リオは 9746ha であった。 

 

４．４．１．2 人口減少における農地管理シナリオ 

ここで、農地が必要とする管理作業量と地理的条件により、将来農地の管理を三つの枝

分かれてた管理方法と設定する（図 4-16）。先ずは①可能な管理労働力（人口数）を全て

投下し、農地の生産をできるだけ維持していく生産性優先シナリオ。次に②再生可能エネ

ルギーを優先し、管理不可の農地を地理的条件から可能な限り PA に転用するエネルギー

優先シナリオ。最後は、③氾濫リスクと生物多様性を重視する、管理不可の農地を自然に

返すことを優先する生態系保護優先シナリオ。人口減少シナリオに、それぞれ以上の 3 種

類管理シナリオを導入し、その結果における農地利用計画をマッピングする。 
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図 4-16 人口減少における農地管理シナリオ 

 

各シナリオの具体的設定は以下に示す： 

① 生産性優先シナリオでは、管理可能な範囲内の農地では、第２章で分類した 4 種類

の作物から研究範囲内の農地の管理作業量（TLA）20 を先行研究により計算し、小

地域単位で将来人口における管理可能な農地面積を算出し、今後も持続する農地と

する。それ以外の管理不能な農地は、第３章第 1 節で計算した PV の地理的条件と

ポテンシャルによって、優先的に太陽光発電システムへの転用と（最小限の管理）、

自然に返す農地（管理放棄）。 

② エネルギー優先シナリオでは、管理作業量（TLA）による管理可能な農地の 80％を

保留し、持続する農地とする。それ以外の農地は日射量解析と第３章第 1 節で計算

した PV の地理的条件平均値をもとに、PV への転用を優先とする。日射量と地理的

条件は現存 PV の最小値より低い農地は、自然に返す（管理放棄）と分ける。 

③ 生態系優先シナリオでの持続農地については、②エネルギー優先シナリオと同じ、

管理作業量（TLA）による管理可能な農地の 80％を保留し、現存 PV の年間日射量

（収集量）平均値の 1.5 倍以上の場所だけ転用し、それ以外の農地はすべて自然に

返す（管理放棄）土地とする。 
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以上の条件を用いて、ArcGIS で空間分析を行い、それぞれのシナリオにおける持続農

地の面積・PA へ転用の面積・自然に返す農地の面積を表 4-7 にまとめた。 

 

表 4-7 各種農地管理シナリオにおける面積 

人口減少 

シナリオ 

農地 

利用計画 

将来農地 

面積（ha） 

PA 転用 

面積（ha） 

自然に返す 

面積（ha） 

総面積 

（ha） 

マクロ 

減少型 

生産性優先 8832 1283 778  

10893 
エネルギー優先 7065 3430 398 

生態系保護優先 7065 670 3158 

 

現状進行型 

生産性優先 9217 998 1411  

11626 
エネルギー優先 7373 3760 493 

生態系保護優先 7373 931 3044 

 

コンパクト

型 

生産性優先 8766 642 338  

9746 エネルギー優先 7012 2110 624 

生態系保護優先 7012 894 1840 

 

４．４．２ 将来農地利用における ES 評価  

４．４．２．１ ES 評価における設定 

以上の人口減少における農地管理シナリオ（９種類）の土地利用計画から、それぞれ

4.3 節の ES シミュレーション手法を繰り返し計算する。小地域の土地面積の影響を排除す

るため、小地域単位における各種類 ES の平均値で相関性分析を行い、トレードオフ＆シ

ナジー関係を分析する。また、性質の異なるデータを比較するために、項目ごとに最大値

を１として標準化した。顕著なマイナスの相関関係が検出された場合には、その生態系サ

ービスの組み合わせにはトレードオフが、一方で、顕著なプラスの相関関係が検出された

場合には、シナジーと見なす傾向があると考えられる。本研究におけるトレードオフ＆シ
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ナジー関係の分析は、コーディングソフトウェア Jupyter Notebook を使用して、Python

の seaborn で分析を行った。 

 

４．４．２．２ マクロ減少型における ES 評価 

 マクロ減少型は将来人口を顕著に減少と予想されるシナリオである。先ずは生産性優先

計画では、全体的にトレードオフとシナジー効果両方が見られ、特に農地の経済的価値と

生産便利性についての相関性は 0.63 に達し、強いシナジー関係を表している。一方で農地

面積と生息地の質、生産便利性と水源水質など、供給サービスと調整サービスの間にはマ

イナスの相関性が見られ、トレードオフ関係が考えられる。文化的サービスは、炭素貯留

と水源水質とマイナス相関であったが、土壌保持と経済的価値にプラス相関関係を表し、

防災や農作業とはシナジー効果と考えられる。 

 

 

図 4-17 マクロ減少型 生産性優先 

 

マクロ減少型におけるエネルギー優先シナリオでは、供給サービス内の各 ES はシナジ
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ー効果が生産性優先シナリオより少し低下しているが、全体的にプラスの相関と見られる。

水源水質と生息地の質、生産便利性と文化的サービスの間は-0.2 以上の相関性が見られ、

トレードオフ関係と考えられる。 

マクロ減少型における生態系保護優先シナリオでは、全体的にプラス相関があり、供給

サービス内の各 ES はエネルギー優先シナリオと同じ数値であったことが分かった。これ

は、持続管理する農地は一致しているためと考えられる。また、調整サービス内の各 ES

の間は 0.38 以上の相関性があり、高いシナジー効果が見られる。一方で、文化的サービス

は供給サービスにおける農地面積と生産便利性とはマイナスの相関を表している。 

 

 

図 4-18 マクロ減少型 エネルギー優先 
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図 4-19 マクロ減少型 生態系保護優先 

 

 

４．４．２．３ 現状進行型における ES 評価 

 現状進行型は、将来人口が現在の減少速度で進むシナリオであるため、管理可能な農地

の面積と範囲はマクロ減少型より多めであった。現状進行型における生産性優先シナリオ

では、供給サービス内における農地の生産便利性と経済的価値のシナジー効果が最も高い、

次に炭素貯留と生息地の質という調整サービス内の間に 0.49 の相関性が見られる。一方で、

供給サービスと調整サービスの間では、農地面積と土壌保持以外の項目は相関性が弱い、

もしくはマイナス相関のトレードオフ効果が見られる。最も低いのは文化的サービスと調

整サービスの炭素貯留の間、マイナス 0.2 の相関であったことが分かった。 

 現状進行型におけるエネルギー優先シナリオでは、相関性が最も高いと低い項目は、供

給サービスと調整サービスの間にある。水源水質は、農地の経済的価値と土壌保持両方に

0.5 以上の高い相関性が見られ、それに対してのシナジー効果があると考えられる。一方

で、水源水質は生産便利性と生息地の質と高いマイナス相関性があり、それに対してのト
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レードオフ効果が確認される。ほかに、生息地の質と農地の経済的価値も‐0.174 のマイ

ナスの相関性が表している。 

 現状進行型における生態系保護優先シナリオでは、農地が自然にもとる面積が多いため、

調整サービス内の間には 0.44 以上の非常に高い相関性がもち、特に炭素貯留と水源水質は

0.62 に達した。一方で、生産便利性と生息地の質の間に-0.1 以上のマイナスの相関性が見

られ、このシナリオではこの両項目しかトレードオフ効果がないことがわかった。それ以

外の ES の間は強いプラスの相関性、もしくは弱いことを確認した。 

 

 

図 4-20 現状進行型 生産性優先 
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図 4-21 現状進行型 エネルギー優先 

 

 

図 4-22 現状進行型 生態系保護優先 

 

 



113 

 

４．４．２．4 コンパクト型における ES 評価 

 コンパクト型は、将来人口の空間分布を特定の公営施設・インフラ施設などの周辺に集

中することを予想し、人口の数は現状進行型と変わらないシナリオであった。コンパクト

型における生産性優先シナリオでは、供給サービス内の各項目は平均 0.5 の非常に高い相

関性を持ち、強いシナジー効果があると考えられる。一方で、生息地の質は、炭素貯留と

水源水質以外の各 ES にマイナスな相関性があり、それについてのトレードオフ現象を考

える必要がある。他に、名勝・施設の項目では、炭素貯留と水源水質に強いマイナスな相

関を持ち、文化的サービスと調整サービスの間のトレードオフも表している。 

 コンパクト型におけるエネルギー優先シナリオでは、全体的に相関性係数が低く、0.5

を超える項目が見当たらない。生息地の質は、生産性優先シナリオと同じ、他の ES とは

マイナスな相関が多く、調整サービスにおける全体的にトレードオフ効果があると考えら

れる。また、生息地の質と供給サービスの各 ES の間では、すべてマイナスの相関を表し、

両者のトレードオフ関係があると考えられる。最も高い相関は炭素貯留と農地面積であっ

たが、相関係数が 0.5 を超えず 0.48 にと留まった。これにより、コンパクト型のエネルギ

ー優先シナリオでは、全体的にシナジー効果が低めでであったことが考えられる。 
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図 4-23 コンパクト型 生産性優先 

 

 

図 4-24 コンパクト型 エネルギー優先 

コンパクト型における生態系保護優先では、他のシナリオにおける生態系保護優先計画と

同じ、調整サービス内の各 ES は全体的に高い相関性を持ち、シナジー効果があると考え

られる。また、生息地の質は供給サービスの各 ES の間に依然としてマイナスに相関して

いるが、経済的価値とのマイナス関係は緩和する傾向があることが分かった。文化的サー
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ビスと調整サービスの間も、相関性が上昇する傾向が見られる。 

 

 

図 4-25 コンパクト型 生態系保護優先 

 

また、各シナリオの間で比較すると、生産性優先計画の場合では、コンパクト型シナリ

オの供給サービスの相関性が平均的に高いが、一部調整サービスとの相関性がマイナス的

な効果が存在している。マクロ減少型の生産便利性と経済的価値の間に高い相関性がある

が、供給サービスと調整サービスの間に-0.2 を超える複数のトレードオフ現象が表してい

る。一方で、現状進行型では、他の 2 種類シナリオに比べると、各サービスの間に平均的

な相関関係が見られた。 

次に、エネルギー優先計画の場合では、供給サービスと調整サービスは全体的に低い相

関性を表し、特に 0.6 を超える相関関係が見当たらなかった。しかし、他のどのシナリオ

にも文化的サービスとの相関関係がマイナスの項目が存在しているが、現状進行型だけ、

文化的サービスに対しての各種 ES が比較的高い相関関係が存在している。 

最後は、生態系保護優先計画の場合、全体的に調整サービス内の ES が非常に高い相関
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関係が表しているが、特に現状進行型の場合、0.6 を超える相関性が複数存在している。

これにより、調整サービスにおいてのシナジー効果が期待できると考えられる。一方で、

すべてのシナリオにおいて、生態系保護優先の場合は供給サービスと調整サービス、特に

生息地の質とマイナスな相関性が存在し、トレードオフ現象が存在していると考えられる。 
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４．５ 本章の結論 

ミレニアム生態系評価（MA，2005）で提示された「生態系サービス」という概念は、

学術界と保全の実践の双方から大きな反響があった。本研究から、流域圏における将来人

口減少下の農地配置をもとに、複数のシナリオを予想し、それに対して各種生態系サービ

スの間におけるトレードオフ＆シナジー効果を分析した。 

先ずはリモートセンシングを利用した土地利用分類の結果からでは、2023 年の櫛田川流

域は森林と農地の面積が最も多く、合わせて総面積の 86％までに達しているものの、建築

や太陽光発電システムなどの人工物は全域の 10.7％しかない。また、この機械学習をもと

にした分類モデルの結果精度は 89.37%があり、流域の土地利用分類において信頼できる

モデルと考えられる。 

また、土地利用の分類結果をもとに、現状における 9 種類の生態系サービス機能につい

て、InVEST モデルと ArcGIS を用いて流域単位で評価した。現状における櫛田川流域の

各種生態系サービスについて、その空間分布の特徴を解明した。先ずは供給サービスにつ

いて、ES 評価が高いエリアは主に中流と下流部に分布している。一方で、調整サービスに

ついては、炭素貯留機能が山間部に集中し、水源水質は都市部と山間部両方に分布してい

る。また、土壌保持と生息地の質の分布状況は先行研究の結論と一致し、主に森林、また

は自然の多い場所に集中していることが分かった。文化的サービスでは、ArcGIS を用い

て計算し各ポイントデータのユークリッド距離を分析した。その結果、山間部も分布して

いるが、主に都市域周辺の郊外部に高い評価があることが分かった。 

最後は、人口減少が進む将来のシナリオに基づき、生産性優先、エネルギー優先、生態

系保護優先という異なる管理戦略が、生態系サービスの供給、調整、文化的な各サービス

にどのような影響を与えるかを分析した。将来の人口減少シナリオに基づく評価からは、

以下の点が特に重要であったことが示された： 

①供給サービスと調整サービスのトレードオフ: 現状進行型およびマクロ減少型のシナ
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リオにおいて、農地面積の拡大と炭素貯留、水源水質などの調整サービスとの間に明確な

トレードオフが存在した。農地の生産性を優先することが短期的には利益をもたらす一方

で、⾧期的な生態系の持続可能性を損なうリスクが示された。 

②生態系保護優先シナリオのシナジー効果: 生態系保護を優先するシナリオでは、調整

サービス間のシナジー効果が最も高く、持続可能な土地利用管理の方向性として最も適し

ていることが示された。炭素貯留、水源水質、生息地の質の向上により、環境保全と生態

系の健全性が促進された。 

③文化的サービスと調整サービスの相関関係: 文化的サービスと調整サービスの間にお

ける相関関係もシナリオにより異なり、人口減少や土地利用管理の方法が観光や文化遺産

へのアクセスに影響を及ぼす可能性が示唆された。 

本研究の結果から、生態系サービスのトレードオフとシナジーに関する新たな知見が得

られた。人口減少が進む中で、農地や森林の管理が持続可能な形で行われなければ、生態

系サービスのバランスが崩れる可能性があることが明確になった。特に、供給サービス

（農地の生産性など）を優先する場合、調整サービス（炭素貯留や水源の保全など）との

トレードオフが顕著に現れた点については、地域の短期的な経済的利益と⾧期的な生態系

保全の均衡を慎重に考える必要がある。一方で、生態系保護を優先したシナリオでは、各

調整サービスのシナジー効果が確認され、持続可能な社会を目指すうえで有望な戦略であ

ったことが示された。特に、炭素貯留と水源水質の間に強いプラスの相関関係が見られた

ことは、土地利用管理を適切に行うことで、複数の生態系サービスが相互に強化し合うこ

とが可能であったことを示した。 

しかし、本研究にはいくつかの限界が存在している。社会経済的要因や政策の影響につ

いては十分に考慮していないため、実際の土地利用計画における実行性を評価するために

は、さらなる研究が必要であった。また、異なる気候変動シナリオを考慮に入れた生態系

サービスの評価も行うことで、気候変動に対するレジリエンスを高める土地利用戦略を検



119 

 

討することが今後の課題として挙げられる。また、本研究におけるシナリオの判断基準間

の評価と優先順位についての議論は、地域の住民と関係者の合意形成が不可欠であった。

本研究の結論は、持続可能な土地利用計画を立案するための基礎的な知見を提供し、地域

社会と自然環境の共生を目指す上での重要な示唆を与えている。今後は、地域住民や行政

との連携を強化し、具体的な実行計画を策定することで、研究成果を社会に還元していく

ことが求められる。 
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５．１ 本論文におけるまとめ 

環境 保全 に関 わ る分 野横 断的 かつ 代 表 的な 国際 目標 とし て 持 続可 能な 開発目標 

（SDGs：Sustainable Development Goals）があるが、その中で比較的頻繁に言及される

「生態系サービス」は、再生可能エネルギー、持続可能な生産・消費の文脈で言及されて

いる。しかし、異なる環境、社会・経済的コンテクストを有する世界の各地域が連携して

生態系サービスの悪化に対応していくためには、その枠組み自体を、科学的・理論的な観

点から再帰的に検討することも必要であった。本研究ではこのような背景をもとに、流域

圏における農地の実態と変化パターンを分析し、更に再生可能エネルギーにおけるマイナ

スな環境影響を可視化・数値化した。これらの知見をもとに、流域圏の将来人口減少期に

おける複数の土地利用計画を検討し、その上で各種の生態系サービス間の関係を総合的に

理解し、トレードオフ＆シナジー効果を示した。 

第二章では、櫛田川流域内の農地を分析し、これらの農地が太陽光発電システム（PV

システム）に転換される要因が農地の種類によって異なることを明らかにした。計算結果

によると、5 年間で合計 77.93ha（全体の 0.64%）の農地が PV システムに転換されており、

その多くは河川や小川の近くに集中していることがわかった。これは、農地の立地条件や

周囲の環境が転換の主要な要因であったことを示唆している。特に、道路への距離や年間

の日照量が、ほぼすべての農地タイプにおいて転換の重要な要因として機能していること

が確認された。さらに、農地タイプごとに異なる転換傾向も明らかにした。PF（水田）が

全体的に最も多く転換されたが、面積比で見ると WF（麦畑）の転換率が約 1%と高く、

これが最も大きな割合であったことがわかった。この違いは、作物の種類に応じた地理的

条件や栽培環境が、農地の転換に与える影響を反映していると考えられる。 

 第二章の研究では、PV システムへの農地転換に影響を与える要因が、地理的条件と社

会的要因の組み合わせによって複雑に絡み合っていることが示された。特に、道路への近
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接性や年間の太陽放射量といった地理的要因が、農地転換の主要な駆動要因として浮上し

た。道路に近い農地は、アクセスのしやすさやメンテナンスの利便性が高いため、より高

い転換率を示していると考えられる。これは、農地所有者が経済的な利益を考慮し、農業

から再生可能エネルギーの利用へとシフトする傾向があることを示唆している。しかしな

がら、人口の変化が PV システムへの農地転換に与える影響はほとんど見られなかった。

これは、農業経営者の年齢構成や農業経済の変化が直接的に農地の転換に影響を与えてい

ない可能性を示している。つまり、農地所有者が複数の農地を所有し、その中の一部のみ

を PV システムに転換しているため、人口動態の変化が農地転換率に反映されにくいとい

う現象が考えられる。 

これにより、ランダムフォレスト（RF）モデルと一元配置分散分析（ANOVA）法を組

み合わせて、異なる農地タイプの変化を分析した。これにより、農地転換に関与するさま

ざまな駆動要因が明らかにされ、流域における土地利用変化の複雑な因果関係が示された。

特に、地形や気候条件に応じた農地の転換パターンが浮き彫りにされ、それが異なる地理

的文脈での土地利用変化にどのように影響を与えるかを明らかにした。多様な地形ゾーン

における影響要因の比較分析を通じて、地域ごとの土地利用変化のアルゴリズムが解明さ

れた。 

第三章では、土地利用変化における温熱環境への影響を評価し、特に太陽光発電システ

ム（PV）の設置による地表面温度（LST）の変化について詳細に分析した。櫛田川流域を

対象とし、2013 年から 2023 年の 10 年間にわたり、リモートセンシング技術と機械学習

を用いて、PV 設置の増加と、それが地域の温度に与える影響を定量化し、地理的特徴に

基づく温度変化要因の特定を行った。 
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Deep Learning モデル用いた分析によると、2013 年から 2023 年の間に、櫛田川流域で

は PV 設置が顕著に増加し、特に 2019 年以前に集中していた。2019 年には最も多くの新

規 PV 設置が見られたが、それ以降は新設の数や面積が減少傾向であった。これは、2019

年に自治体が改正した景観条例が、一定面積を超える PV 設置に対して厳しい規制を課し

たためと考えられます。PV 設置の空間分布を見ると、2013 年から 2019 年にかけては

中・下流域（郊外地域）に集中しており、2019 年以降は上流域（農村地域）に拡大してい

ることが分かった。 

また、PV の設置が LST に与える影響も明らかにした。PV 設置地点では、特に春季に

地表温度の上昇が顕著であり、平均して 2.85°C の上昇が観察された。さらに、PV によ

る温度上昇効果は地理的条件に依存しており、標高、建物密度、植生指数などの要因が影

響を与えることが確認された。標高が高い場所では温度上昇効果が小さく、都市部では高

層建物による日照遮蔽の影響で PV の温度上昇は抑えられる傾向があった。これに対し、

郊外の PV 設置箇所は遮るものが少なく、太陽光を多く受けるため、温度上昇が大きくな

っている。季節ごとの分析では、PV による温暖化効果が春に最も高く、冬に最も低いこ

とがわかった。これは、PV が太陽光を受ける量に季節的な違いがあるためと考えられた。

この結果は、他の地域での PV 設置による温度上昇の研究結果とも一致した。 

第四章では、農地の土地利用変化が生態系サービス（ES）に及ぼす影響、特にトレード

オフとシナジーに注目して分析した。現代社会における都市化と経済発展の進展に伴い、

緑地や水源地が急速に失われ、生態系の機能が損なわれつつであった。これにより、ES の

提供能力の低下により、自然環境と社会の均衡が揺らぎ、そのリスクが高まる。そこで、

将来の土地利用シナリオを設定し、それぞれの ES がどのような影響を受けるかを定量的

に評価することが第四章の目的であった。 
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生態系サービスは、①「供給サービス」、②「調整サービス」、③「文化的サービス」

に分類され、これらのサービスは、人間の活動によって変化しやすく、特に土地利用の変

化によってトレードオフ（利益の対立）やシナジー（利益の共生）が生じる。そこで、将

来人口減少期における土地利用変化の複数シナリオをつくり、それぞれがどのように ES

に影響を与えるかの分析を行った。 

まず、リモートセンシング技術を用いて、流域全体の土地利用を詳細に分類した。その

後、ArcGIS や InVEST モデルを使用して、各種生態系サービスの現状を評価し、将来の

人口減少シナリオを想定した土地利用シミュレーションを行った。これにより、ES 間のト

レードオフやシナジー関係を特定し、将来の土地利用計画に役立つ知見を得ることを目指

した。 

現状における ES として、①供給サービスでは、農業生産や農地面積の分布状況が特徴

的であり、特に中流域と下流域においてハイスコアが得られた。一方で、上流域では農業

生産の経済価値が低く、生産便利性も限られている。②調整サービスでは、炭素貯留と水

源水質、土壌保持及び生息地の質の評価を行った。炭素貯留は主に山間部で高く、水源水

質も山間部で優れた結果が得られた。土壌保持に関しても、自然豊かな地域ほど高い値を

示したが、都市部や工業地域では低下が見られている。文化的サービスでは、観光スポッ

トや文化遺産へのアクセスの評価が行われた。都市部に近い郊外エリアが高い評価を得て

いる一方で、山間部では文化的サービスの提供が限定的であった。 

また、将来の人口減少シナリオを 3 つ設定し（現状進行型、マクロ減少型、コンパクト

型）、それぞれのシナリオに基づいた土地利用管理戦略（生産性優先、エネルギー優先、

生態系保護優先）を提案し、どの戦略が最も効果的かを分析した。供給サービス（農地面

積や経済価値）の拡大は、短期的には経済的利益をもたらすものの、炭素貯留や水源保全
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といった調整サービスの機能を損なうリスクがあることが確認された。特に、生産性優先

シナリオでは、このトレードオフが顕著に表れ、農地の拡大が生息地の質や水質改善に対

して負の影響を与えることが示された。生態系保護を優先する戦略では、各種人口シナリ

オで調整サービス（炭素貯留、水源保全、生息地の質）間で強いシナジーが見られ、持続

可能な土地利用管理の観点から最も有効であったことが示された。特に、炭素貯留と水源

水質の改善は、環境保護に重要な役割を果たすことが分かった。文化的サービス（観光資

源や文化遺産へのアクセス）と調整サービスの間にもシナジーやトレードオフが見られ、

特に観光資源の保護が調整サービスに与える影響が強いことが分かった。コンパクト型シ

ナリオでは、観光スポットへのアクセスを重視しつつ、調整サービスの改善を図ることが

可能であったことが示された。   
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５．２ 考察 

本論文は、農地転換における地理的要因と社会的要因の影響をより詳細に理解すること

で、政策立案者は、将来の人口減少期においてどの地域で再生可能エネルギーの導入を促

進するべきかを判断できるようになる。さらに、この研究は、農地転換が地域の環境や経

済にどのような影響を与えるかについても、生産持続と環境保全の両立に向けた将来的な

研究や政策立案に対する洞察を提供する。 

また、PV 設置が土地の温熱環境に及ぼす影響を科学的に解明した。PV による温度上昇

効果は、地域の地理的特徴に強く依存しており、都市部や郊外、農村部でその影響の程度

が異なる。標高や植生の違いが LST に与える影響も大きく、特に郊外や農村部では PV 設

置による温度上昇が顕著であったことが確認された。これにより、再生可能エネルギーの

普及に伴う環境への影響を考慮した持続可能な土地利用計画の必要性が示唆される。更に、

PV 設置が農業地域に与える影響についても注意が必要であった。温度上昇が農作物の生

育環境に悪影響を与える可能性があるため、特に櫛田川流域のような農業が主要な経済活

動となっている地域では、温暖化対策とエネルギー政策の均衡を慎重に保つことが重要で

あった。今後、土地利用の変化に伴う温熱環境の変動を定量的に評価し、地域の環境保全

とエネルギー需要を両立させるための科学的な指針を提供することが重要であった。 

さらに、PV 設置が地域環境に与える間接的な影響も無視できない。地表温度の上昇は

土壌水分や微量元素の変化を引き起こし、特に農業地域においては、農作物の生育に悪影

響を及ぼす可能性がある。櫛田川流域は農業が重要な経済活動であるため、温暖化による

農業生産へのリスクも高まると推察される。 
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今後さらに導入量の増加が見込まれる太陽光発電事業において、自然環境や地域住民と

の共生は喫緊の課題であったことが推察される。共生を目指すにあたって、事業者・住

民・行政といった各関係者の合意結成は大きな役割を担う。 

本研究における意義は、特定の流域に限らず、より広範な農地転換のメカニズムに対す

る洞察を提供する点にある。研究で使用されたデータの多くが公共のウェブサイトから取

得されたものであったため、本論文における研究手法は、他の地域や国でも適用可能であ

ったと推察される。将来の土地利用計画においては、供給サービスと調整サービス間のバ

ランスを取ることが重要であり、特に生態系保護を重視した戦略が求められる。本研究の

結果は、今後の政策立案や地域計画に対して重要な示唆を与えるものであった。このよう

な手法は、持続可能な土地管理や再生可能エネルギーの統合を目指した政策立案において

も有益な指針となり得ると考えられる。 
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５．３ 本研究における限界および今後の展望  

本研究は、日本中部に位置する櫛田川流域の土地利用の変容プロセスを読み解く新たな

視点を提供し、将来土地利用変化における生態系サービスのトレードオフ＆シナジーの変

化メカニズムを明らかにした。しかし、より詳細な都市・流域データの不足により、研究

は行政区画パターンに限定され、詳細な建築・街路空間パターンとの相互影響についての

考慮が不十分となった。特にヒートアイランド効果を研究する時、都市形態と繋がる建築

や街路空間の変化は、都市環境と密接に関連している。また、政府主導の都市計画と、地

域住民と太陽光発電業者による大規模土地利用の自主性が共存する中で、異なる管理主体

間の均衡を図るとともに、直面する課題のさらなる明確化が求められている。したがって、

今後の研究では以下の課題に取り組む必要がある。 

 （１）流域・都市形態の変容と生態系サービスの相互影響 

第４章で述べた変化パターンによれば、どれも今後数十年の間に人口減少せざるを得な

いという前提に立って、人口増加や工業地帯・都市域の拡張を想定していなかった。また、

土地利用計画も集水域（行政区画）単位だけしか考慮していない。ミクロの視点からは、

建築・街路・公共緑地の変化と異なる組み合わせが多様な空間を構成し、より下流部の生

態系サービスに影響を与える可能性がある。このため、農地だけではなく、建築・森林・

都市緑地を含めた流域全体の土地利用変化を考慮するともに、高精度な予測モデルを利用

し、より詳細な将来土地利用シナリオを構築し、都市の変化・自然の変化と生態系サービ

スの相互影響を明確化する必要かつ価値がある。 

（２）政府主導の計画と自主性を持つ住民・業者の合意形成 

本研究は、客観的な物理的特徴を基にして、統計学で環境影響の解析を行っていたが、

地域の土地利用の在り方と住民への影響、また地域の土地利用に関する文化や伝統につい

ての議論は少ない。特に、視覚的影響の評価については、環境省の技術ガイド１は網羅的
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に記述されているが、評価手法を明確に義務付けていないなどの課題が見られる２。これ

からは評価の方法論に限らず、合意形成のための課題について行政・業者・住民で議論を

深める必要があり、視距離・騒音・周囲景観の影響など、地域特性を考慮した評価手法を

明確化する必要がある。再生可能エネルギーの導入がさらに増える今後に対して、多様な

関連主体が、将来的に持続可能な共有を行いながらビジョンを描くことを期待する。 

（３）自然共生に繋がる植生・動物の生息域変化 

 土地利用の変化から影響を受けるのは人間だけでなく、動物と植生も同様であった。本

研究は、InVEST モデルを用いて生態系サービスに関する定量的な分析を行ったが、自然

共生を目標とする場合、土地利用変化に関するより詳細な樹種分布状況や野生動物の生活

圏の変化を考慮するべきであった。特に生物多様性の維持と獣害防止の間の調和は、農山

漁村の課題となっている 3）4。これからは自治体主導で収集した調査データと GIS を合わ

せて、地域で実際に存在する特定の希少種群集を保護する一方、外来種の生息数増加や生

息域拡大を防止する計画を作成することで、地域住民に情報共有できるシステムを構築す

る。これにより、自然共生を考慮したより詳細な土地利用ゾーニングが可能となるだろう。 
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用語集 
 

 

櫛田川流域：本論文では経済圏・文化圏・生活圏視点の流域定義から、櫛田川が流下した

松阪市・明和町・多気町の三つの行政区画を櫛田川流域を呼ぶ。 

 

太陽光発電（太陽光発電システム・PV）：本論文の太陽光発電（太陽光発電システム） は、

主に太陽光を直接電気に変換する地上設置型の太陽光発電システムシステムを指す、PV

（ Photovoltaic ）と略称する。 

 

土地利用（土地被覆）：土地利用は、人間が土地をどのように使用しているか、またはそ

の目的を指す。本研究では LULC （LAND-USE and LAND-COVER）と略称する。 

 

単位流域（分割流域 or 小流域）：特定の地理的または水文的特性に基づいて区分された比

較的小さな集水域を指す。小流域は地形的に明確な分水嶺で区切られ、水が一つの出口に

集まるエリアであり。日本の国土交通省や地方自治体は、小流域単位で治水計画や水質管

理を行うことが多い。 

 

標高（DEM）：デジタル標高（DEM）は、地形の標高データをデジタル形式で表現したも

の。本研究においての標高データは、国土地理院の基盤情報公開データ（10m 解像度）よ

り作成している。 

 

傾斜角度（SLOPE）：傾斜角度（SLOPE）は、地表面の傾き具合を示す角度、単位は「度

（°）」で表す。 DEM データから計算し、隣接するグリッド間の標高差と距離を計算して

傾斜角度を求める。 

 

傾斜方向（DIRECTION）：傾斜方向（DIRECTION）は、地形の傾斜面がどの方角を向い

ているかを示す地理的パラメーター。方位角として表現され、は 0°（北）から時計回り

に 360°までの範囲で記録する。 

 

地上開度（OPENNESS）：地上開度（OPENNESS）は、地表面から見た空の開放度を表

す指標。数値は 0 から 1 の範囲で表され、1 は完全開放、0 は完全遮蔽である。 

 

機械学習（ML）：機械学習（ML）とは、大量のデータを利用して特定のタスクを遂行す

る方法やモデルを学習し、そのタスクを繰り返し改善する技術のことである。本研究で使
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う統計分析・ディープラーニングなどの手法の総称でもある。 

 

ランダムフォレスト（RF）：ランダムフォレストはアンサンブル機械学習アルゴリズムで

ある。データの線形性を前提とせず、複雑なパターンも学習可能。本研究においては、土

地利用の分類で使うモデルである。 

 

Deep Lab：DeepLab は、Google によって開発されたディープラーニングベースのアルゴ

リズムで、画像内の各ピクセルを特定のカテゴリ（例: 道路、建物、空など）に分類する

技術である。本研究において、太陽光発電システムの抽出に使う。 

 

一元配置分散分析（ANOVA）：は、統計学で使用される手法の一つで、複数のグループ間

で平均値が統計的に有意に異なるかどうかを検定するための方法である。 

 

GWR モデル： GWR は、空間データを分析するための統計モデルで、地理的な位置ごと

に異なる関係性を推定する手法である。本研究は、異なる地理的条件が温熱環境の変化に

与える影響を分析し、地域特有の要因を深く理解するために使う。 

 

OLS モデル： OLS は最小二乗法モデルも呼ばれ、目的変数（従属変数）と説明変数（独

立変数）との線形関係をモデル化し、その関係を表す回帰係数を推定するモデルである。 

 

人口減少シナリオ：人口減少シナリオは、地域の人口が減少していく状況を予測・分析す

るための仮想的なシナリオであり、移住や移民の減少など、人口動態の要因を基に構築さ

れる。 

 

土地利用シナリオ：土地利用シナリオは、将来の人口変動に基づいて、土地利用の在り方

を複数パターンに予測する仮想的なシナリオである。本研究において、2050 年の三種類人

口変動シナリオから、さらにそれぞれ 3 種類に分けて、総計 9 種類のシナリオを作成して

いる。 

 

 

農地転用：農地を本来の農業目的以外に利用するために転用すること。本研究は、農地か

ら太陽光発電（PV）への転用を指す。 

 

農業従事者：農業活動に従事する人々を指し、農作物の栽培、収穫、管理、販売などを行

う。本研究における農業従事者数は、農林業センサス（2020）の調査データから計算する。 
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管理作業量：農地や農作物の維持・管理に必要な作業時間や労力を指す。 

 

水田（PF）：水田（Paddy Field）は、水を満たした状態で稲を栽培する農地。櫛田川流域

における主な農地である。 

 

茶畑（TF）：茶畑（Tea Plantation）は、茶の葉を栽培する農地。櫛田川流域における主な

経済作物（Economic Crops）であり、中山間地域に分布している。 

 

豆畑（BF）：豆畑（Legume Field）は、大豆やエダマメ、小豆などの豆類を栽培する農地。 

 

麦畑（WF）：麦畑（Wheat Field）は、小麦、大麦、ライ麦などの穀物を栽培する農地。 

 

リモートセンシング：リモートセンシングとは、地上に設置した機器や人工衛星、航空機

などを利用して、地球や他の天体の表面に関する情報を遠隔的に取得する技術や方法を指

す。本研究では、主に Landsat シリーズおよび Sentinel シリーズのリモートセンシングデ

ータを使用する。 

 

GIS（Geographic Information System・地理空間情報システム）：GIS は、一般的に地理的

データ（空間データ）を収集・管理・解析・表示するためのシステムや技術のことを指す

が、本論文における GIS では、特に空間情報処理ソフトウェア「 ArcGIS 」を指す。 

 

NDVI（Normalized Difference Vegetation Index・正規化植生指数）：NDVI は、リモート

センシングデータを用いて、地表における植生の成⾧状況や健康状態を評価するための指

標である。 

 

MNDWI（Modified Normalized Difference Water Index・修正正規化水指数）： MNDWI

は、衛星リモートセンシングデータを利用して水体を検出するための指標です。従来の

NDWI を改良したもので、都市地域や建造物に隣接する水体の検出精度を向上させる目的

で設計されている。 

 

NDBI（Normalized Difference Built-up Index・都市化指数）： NDBI は、リモートセンシ

ングデータを用いて地表の建造物や都市化地域を特定するための指標であい、建物や都市

構造物は短波赤外線を強く反射し、植生や水体よりも高い反射率を持つ特性を利用して計

算される。 

 

EVI（拡張植生指数）： EVI は、リモートセンシングデータを利用して植生の密度や健康状
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態を評価する指標であり、濃密な植生や大気の影響をより正確に評価するための指標であ

る。 

 

NDSI（Normalized Difference Soil Index・正規化土壌指数）： NDSI は、リモートセンシ

ングデータを用いて地表の土壌状況を評価するための指標である。 

 

MSAVI（Modified Soil Adjusted Vegetation Index・土壌調整植生指数）： MSAVI は、リ

モートセンシングデータを利用して植生の状態を評価する指標の一つで、土壌の反射の影

響を最小限に抑えるように設計されている。 

 

地表面温度（LST）：LST は、地球の地表が放射する温度を指し、地表の熱特性を反映す

る重要な環境パラメータで、本研究ではリモートセンシング技術を用いて観測する。 

 

地表面温度差（LSTD）： LSTD とは、異なる地域や時間帯における地表面温度（LST）の

差異を指す。特定の場所や条件での温度変化を比較するために用いられる指標であり、環

境の変化や地域特性を評価する際に重要である。 

 

生態系サービス（Ecosystem Services: ES）：生態系サービスとは、自然環境が人間社会に

提供する恩恵や基本的な生活の基盤から文化的な豊かさのことを指す。本研究では、生態

系サービスを資源や作物における供給サービス、自然がもたらすさまざまな貢献における

調整サービス、人間や社会における文化的サービスの三つのサービスに分けられる。 

 

InVEST（Integrated Valuation of Ecosystem Services and Tradeoffs）モデル：InVEST

（統合生態系サービス評価とトレードオフ分析）は、生態系サービスを定量化し、それら

の価値を評価するためのソフトウェアツール群である。 
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付録１ プログラム 

 

A． 土地利用分類のプログラム（based on Google earth engine） 

 

Map.addLayer(table2) 

var aoi = table2 

var empty = ee.Image().toByte(); 

var outline = empty.paint({ 

 featureCollection:aoi,  

 color:0,  

 width:3  

}); 

Map.addLayer(outline, {palette: "ff0000"}, "outline"); 

//Function to mask the clouds in Sentinel-2 

function maskS2clouds(image) { 

  var qa = image.select('QA60'); 

  // Bits 10 and 11 are clouds and cirrus, respectively. 

  var cloudBitMask = 1 << 10; 

  var cirrusBitMask = 1 << 11; 

 

  // Both flags should be set to zero, indicating clear conditions. 

  var mask = qa.bitwiseAnd(cloudBitMask).eq(0) 

      .and(qa.bitwiseAnd(cirrusBitMask).eq(0)); 

  return image.updateMask(mask).divide(10000); 

} 

//Build the Sentinel 2 collection, filtered by date, bounds and percentage of cloud cover  

var dataset = ee.ImageCollection('COPERNICUS/S2_SR') 

                  .filterDate('2022-12-01','2023-12-31') 

                  .filterBounds(aoi) 

                  .filter(ee.Filter.lt('CLOUDY_PIXEL_PERCENTAGE',)) 

                  .map(maskS2clouds); 

print("Sentinel 2 Image Collection",dataset); 

var dem = ee.Image("NASA/NASADEM_HGT/001") 

// Construct Classfication Dataset 

// RS Index Cacluate(NDVI\NDWI\EVI\BSI) 

var add_RS_index = function(img){ 
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  var ndvi = img.normalizedDifference(['B8', 

'B4']).rename('NDVI').copyProperties(img,['system:time_start']); 

  var ndwi = img.normalizedDifference(['B3', 

'B8']).rename('NDWI').copyProperties(img,['system:time_start']); 

  var evi = img.expression('2.5 * ((NIR - RED) / (NIR + 6 * RED - 7.5 * BLUE + 1))',  

  { 

    'NIR': img.select('B8'), 

    'RED': img.select('B4'), 

    'BLUE': img.select('B2') 

  }).rename('EVI').copyProperties(img,['system:time_start']); 

  var bsi = img.expression('((RED + SWIR1) - (NIR + BLUE)) / ((RED + SWIR1) + (NIR 

+ BLUE)) ',  

  { 

    'RED': img.select('B4'),  

    'BLUE': img.select('B2'), 

    'NIR': img.select('B8'), 

    'SWIR1': img.select('B11'), 

 

  }).rename('BSI').copyProperties(img,['system:time_start']); 

 

  var ibi = img.expression('(2 * SWIR1 / (SWIR1 + NIR) - (NIR / (NIR + RED) + GREEN 

/ (GREEN + SWIR1))) / (2 * SWIR1 / (SWIR1 + NIR) + (NIR / (NIR + RED) + GREEN 

/ (GREEN + SWIR1)))', { 

    'SWIR1': img.select('B11'), 

    'NIR': img.select('B8'), 

    'RED': img.select('B4'), 

    'GREEN': img.select('B3') 

  }).rename('IBI').copyProperties(img,['system:time_start']); 

  return img.addBands([ndvi, ndwi, evi, bsi, ibi]); 

}; 

var dataset = dataset.map(add_RS_index);  

var bands = ['B2','B3','B4','B5','B6','B7','B8','B8A','B11','NDVI','NDWI','BSI']; 

var imgcol_median = dataset.select(bands).median(); 

var aoi_dem = dem.select('elevation').clip(aoi).rename('DEM'); 

var construct_img = imgcol_median.addBands(aoi_dem).clip(aoi); 
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var train_points = ground.merge(grass).merge(building).merge(tree).merge(water); 

var train_data= construct_img.sampleRegions({ 

  collection: train_points, 

  properties: ['landcover'], 

  scale: 10 

}); 

 

var withRandom = train_data.randomColumn('random'); 

var split = 0.7;  

var trainingPartition = withRandom.filter(ee.Filter.lt('random', split)); 

var testingPartition = withRandom.filter(ee.Filter.gte('random', split)); 

var rf = ee.Classifier.smileRandomForest({ 

  numberOfTrees: 20,   

  bagFraction: 0.8 

}).train({ 

  features: trainingPartition, 

  classProperty: 'landcover', 

  inputProperties: bands 

}); 

 

var img_classfication = construct_img.classify(rf);  

var test = testingPartition.classify(rf); 

var confusionMatrix = test.errorMatrix('landcover', 'classification'); 

print('confusionMatrix',confusionMatrix); 

print('overall accuracy', confusionMatrix.accuracy()); 

print('kappa accuracy', confusionMatrix.kappa()); 

Map.centerObject(aoi) 

Map.addLayer(aoi); 

Map.addLayer(img_classfication.clip(aoi), {min: 1, max: 4, palette: ['orange', 'blue', 

'green','yellow']}); 

var class1=img_classfication.clip(aoi) 

 

Export.image.toDrive({   

       image: class1,   

       description: 'rfclass',   

       fileNamePrefix: 'rf',   
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       folder: "class",   

       scale: 10,   

       region: aoi,   

       maxPixels: 1e13,   

       crs: "EPSG:4326"   

   });   
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B． 地表面温度計算のプログラム（based on Google earth engine） 

 

//smw algorithm 

var SMWcoef = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/SMW_coefficients.js'); 

 

// Function to create a lookup between two columns in a  

// feature collection 

var get_lookup_table = function(fc, prop_1, prop_2) { 

  var reducer = ee.Reducer.toList().repeat(2); 

  var lookup = fc.reduceColumns(reducer, [prop_1, prop_2]); 

  return ee.List(lookup.get('list')); 

}; 

 

 

exports.addBand = function(landsat){ 

   

  var wrap = function(image){ 

   

    // Select algorithm coefficients 

    var coeff_SMW = 

ee.FeatureCollection(ee.Algorithms.If(landsat==='L4',SMWcoef.coeff_SMW_L4, 

                                        ee.Algorithms.If(landsat==='L5',SMWcoef.coeff_SMW_L5, 

                                        ee.Algorithms.If(landsat==='L7',SMWcoef.coeff_SMW_L7, 

                                        ee.Algorithms.If(landsat==='L8',SMWcoef.coeff_SMW_L8, 

                                        SMWcoef.coeff_SMW_L9))))); 

     

    // Create lookups for the algorithm coefficients 

    var A_lookup = get_lookup_table(coeff_SMW, 'TPWpos', 'A'); 

    var B_lookup = get_lookup_table(coeff_SMW, 'TPWpos', 'B'); 

    var C_lookup = get_lookup_table(coeff_SMW, 'TPWpos', 'C'); 

   

    // Map coefficients to the image using the TPW bin position 

    var A_img = image.remap(A_lookup.get(0), 

A_lookup.get(1),0.0,'TPWpos').resample('bilinear'); 

    var B_img = image.remap(B_lookup.get(0), 

B_lookup.get(1),0.0,'TPWpos').resample('bilinear'); 
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    var C_img = image.remap(C_lookup.get(0), 

C_lookup.get(1),0.0,'TPWpos').resample('bilinear'); 

     

    // select TIR band 

    var tir = ee.String(ee.Algorithms.If(landsat==='L9','B10', 

                        ee.Algorithms.If(landsat==='L8','B10', 

                        ee.Algorithms.If(landsat==='L7','B6_VCID_1', 

                        'B6')))); 

    // compute the LST 

    var lst = image.expression( 

      'A*Tb1/em1 + B/em1 + C', 

         {'A': A_img, 

          'B': B_img, 

          'C': C_img, 

          'em1': image.select('EM'), 

          'Tb1': image.select(tir) 

         }).updateMask(image.select('TPW').lt(0).not()); 

          

     

    return image.addBands(lst.rename('LST')) 

  }; 

  return wrap 

} 

 

//broadband_emiss 

var ASTERGED = 

require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/ASTER_bare_emiss.js') 

 

exports.addBand = function(dynamic){ 

  var wrap = function(image){ 

     

    // get ASTER emissivity 

    var aster = ee.Image("NASA/ASTER_GED/AG100_003") 

      .clip(image.geometry()); 

   

    var orig = aster.select('emissivity_band10').multiply(0.001); 
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    var dynam = image.expression('fvc*0.99+(1-fvc)*em_bare',{ 

      'fvc':image.select('FVC'), 

      'em_bare':ASTERGED.emiss_bare_band10(image)}); 

    var em10 = ee.Image(ee.Algorithms.If(dynamic,dynam,orig)); 

   

    orig = aster.select('emissivity_band11').multiply(0.001); 

    dynam = image.expression('fvc*0.99+(1-fvc)*em_bare',{ 

      'fvc':image.select('FVC'), 

      'em_bare':ASTERGED.emiss_bare_band11(image)}); 

    var em11 = ee.Image(ee.Algorithms.If(dynamic,dynam,orig)); 

   

    orig = aster.select('emissivity_band12').multiply(0.001); 

    dynam = image.expression('fvc*0.99+(1-fvc)*em_bare',{ 

      'fvc':image.select('FVC'), 

      'em_bare':ASTERGED.emiss_bare_band12(image)}); 

    var em12 = ee.Image(ee.Algorithms.If(dynamic,dynam,orig)); 

   

    orig = aster.select('emissivity_band13').multiply(0.001); 

    dynam = image.expression('fvc*0.99+(1-fvc)*em_bare',{ 

      'fvc':image.select('FVC'), 

      'em_bare':ASTERGED.emiss_bare_band13(image)}); 

    var em13 = ee.Image(ee.Algorithms.If(dynamic,dynam,orig)); 

   

    orig = aster.select('emissivity_band14').multiply(0.001); 

    dynam = image.expression('fvc*0.99+(1-fvc)*em_bare',{ 

      'fvc':image.select('FVC'), 

      'em_bare':ASTERGED.emiss_bare_band14(image)}); 

    var em14 = ee.Image(ee.Algorithms.If(dynamic,dynam,orig)); 

       

     

    var bbe = image.expression('0.128 + 0.014*em10 + 0.145*em11 + 0.241*em12 + 

0.467*em13 + 0.004*em14', 

      {'em10':em10,'em11':em11,'em12':em12,'em13':em13,'em14':em14}); 

     

    return image.addBands(bbe.rename('BBE')) 

  } 
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  return wrap 

} 

 

//compute FVC 

var FVCfun = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/compute_FVC.js') 

var ImagewithFVC = FVCfun.addBand(landsat)(image) 

 

exports.addBand = function(landsat){ 

  var wrap = function(image){ 

     

    var ndvi = image.select('NDVI') 

     

    // Compute FVC 

    var fvc = image.expression('((ndvi-ndvi_bg)/(ndvi_vg - ndvi_bg))**2', 

      {'ndvi':ndvi,'ndvi_bg':0.2,'ndvi_vg':0.86}); 

    fvc = fvc.where(fvc.lt(0.0),0.0); 

    fvc = fvc.where(fvc.gt(1.0),1.0); 

     

    return image.addBands(fvc.rename('FVC')); 

  } 

  return wrap 

}; 

 

//compute LST 

// Total Precipitable Water  

var NCEP_TPW = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/NCEP_TPW.js') 

//cloud mask 

var cloudmask = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/cloudmask.js') 

//Normalized Difference Vegetation Index 

var NDVI = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/compute_NDVI.js') 

//Fraction of Vegetation cover 

var FVC = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/compute_FVC.js') 

//surface emissivity 

var EM = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/compute_emissivity.js') 

// land surface temperature 

var LST = require('users/sofiaermida/landsat_smw_lst:modules/SMWalgorithm.js') 
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// -------------------------------------------------------------------------------- 

 

var COLLECTION = ee.Dictionary({ 

  'L4': { 

    'TOA': ee.ImageCollection('LANDSAT/LT04/C02/T1_TOA'), 

    'SR': ee.ImageCollection('LANDSAT/LT04/C02/T1_L2'), 

    'TIR': ['B6',], 

    'VISW': ['SR_B1','SR_B2','SR_B3','SR_B4','SR_B5','SR_B7','QA_PIXEL'] 

  }, 

  'L5': { 

    'TOA': ee.ImageCollection('LANDSAT/LT05/C02/T1_TOA'), 

    'SR': ee.ImageCollection('LANDSAT/LT05/C02/T1_L2'), 

    'TIR': ['B6',], 

    'VISW': ['SR_B1','SR_B2','SR_B3','SR_B4','SR_B5','SR_B7','QA_PIXEL'] 

  }, 

  'L7': { 

    'TOA': ee.ImageCollection('LANDSAT/LE07/C02/T1_TOA'), 

    'SR': ee.ImageCollection('LANDSAT/LE07/C02/T1_L2'), 

    'TIR': ['B6_VCID_1','B6_VCID_2'], 

    'VISW': ['SR_B1','SR_B2','SR_B3','SR_B4','SR_B5','SR_B7','QA_PIXEL'] 

  }, 

  'L8': { 

    'TOA': ee.ImageCollection('LANDSAT/LC08/C02/T1_TOA'), 

    'SR': ee.ImageCollection('LANDSAT/LC08/C02/T1_L2'), 

    'TIR': ['B10','B11'], 

    'VISW': ['SR_B1','SR_B2','SR_B3','SR_B4','SR_B5','SR_B6','SR_B7','QA_PIXEL'] 

  }, 

  'L9': { 

    'TOA': ee.ImageCollection('LANDSAT/LC09/C02/T1_TOA'), 

    'SR': ee.ImageCollection('LANDSAT/LC09/C02/T1_L2'), 

    'TIR': ['B10','B11'], 

    'VISW': ['SR_B1','SR_B2','SR_B3','SR_B4','SR_B5','SR_B6','SR_B7','QA_PIXEL'] 

  } 

}); 

 

exports.collection = function(landsat, date_start, date_end, geometry, use_ndvi){ 
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  // load TOA Radiance/Reflectance 

  var collection_dict = ee.Dictionary(COLLECTION.get(landsat)); 

 

  var landsatTOA = ee.ImageCollection(collection_dict.get('TOA')) 

                .filter(ee.Filter.date(date_start, date_end)) 

                .filterBounds(geometry) 

                //.map(cloudmask.toa); 

   

               

  // load Surface Reflectance collection for NDVI 

  var landsatSR = ee.ImageCollection(collection_dict.get('SR')) 

                .filter(ee.Filter.date(date_start, date_end)) 

                .filterBounds(geometry) 

                .map(cloudmask.sr) 

                .map(NDVI.addBand(landsat)) 

                .map(FVC.addBand(landsat)) 

                .map(NCEP_TPW.addBand) 

                .map(EM.addBand(landsat,use_ndvi)); 

 

  // combine collections 

  // all channels from surface reflectance collection 

  // except tir channels: from TOA collection 

  // select TIR bands 

  var tir = ee.List(collection_dict.get('TIR')); 

  var visw = ee.List(collection_dict.get('VISW')) 

    .add('NDVI') 

    .add('FVC') 

    .add('TPW') 

    .add('TPWpos') 

    .add('EM'); 

  var landsatALL = (landsatSR.select(visw).combine(landsatTOA.select(tir), true)); 

   

  // compute the LST 

  var landsatLST = landsatALL.map(LST.addBand(landsat)); 
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  return landsatLST; 

}; 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

」 
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付録 2 図表一覧 

図面 

 

 
図 1-1 日本全国耕作放棄・転用面積推移（ha） 「農林水産省 2020 農林業センサス」より作成 

 

 
図 1-2 土砂災害リスク地区に設置された太陽光発電設備（日本経済新聞より） 
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図 1-3 本研究の流れ 
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図 2-1 櫛田川流域の位置情報 
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図 2-2 本研究における単位流域（分割流域）の設定 

 

 

図 2-3 櫛田川流域における中流域の定義 
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図 2-4 本章（第二章）研究フロー 

 

 

図 2-5 MNDＷI の変化 

 

 

図 2-6(a) 学習サンプルにおける 3 種類農地の NDVI 変化。 

図 2-6 (b) RF モデル分類結果の NDVI 変化。 
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図 2-7  農地分類の空間分布と密度状況。 

 

 

 

図 2-8 農地転用 PV の抽出手順 
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図 2-9  PV に転用された農地の分布状況 
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図 2-10 農地と転用地における各地理的特徴の平均値 
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図 2-11 各分割流域における農業従事者人口の変化率(PFR) 
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図 3-1 櫛田川流域における土地利用現状（6 種類） 

 

 

図 3-2 PV における地表面温度変化の評価モデル 
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図 3-3 PV 位置情報特定モデルの input＆output 
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図 3-４ PV の設置密度分布状況       

 



165 

 

 

図 3-5 PV の面積と数量の変化状況 
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図 3-６ 結果検証用データの観測所位置 

 

 

図 3-7 櫛田川流域の年間 LST 

 

 

図 3-8 櫛田川流域年間 LST の平均値 
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図 3-9 両観測所における観測値と計算値の検証 

 

図 3-10 2014-2023 年における櫛田川流域の LSTD（地表面温度差） 
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図 3-11 PV ポリゴン内の LSTD 

 

 

 

図 3-12 2 時期の各季節にわたる PV が起こした LSTD 分析 
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図 3-13 LSTD 及び各変数の空間分布状況（500m メッシュ） 
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図 3-14 各変数の統計情報（500m メッシュ） 

 

図 3-15 GWR モデルにおける各変数の結果及び相関係数 
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図 4-1 本章（第三章）の研究フロー 

 

 

図 4-2 櫛田川流域における 2023 年 LULC 
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図 4-3 水源水質機能におけるインプットデータ 

 

 

図 4-4 土壌保持機能におけるインプットデータ 
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図 4-5 供給サービス①農地面積 

 

 

図 4-6 供給サービス②経済的価値 



174 

 

 

図 4-7 供給サービス③生産便利性 

 

 

図 4-8 供給サービス④再生可能エネルギー発電量 
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図 4-9 調整サービス①炭素貯留機能 

 

 

図 4-10 調整サービス②水源水質 
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図 4-11 調整サービス③土壌保持 

 

 

図 4-12 調整サービス④生息地の質 
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図 4-13 文化的サービス①アクセスビリティ 

 

図 4-14  文化的サービス②PA における景観評価 
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図 4-15 各シナリオの人口密度と農地管理範囲 
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図 4-16 人口減少における農地管理シナリオ 
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図 4-17 マクロ減少型 生産性優先 
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図 4-18 マクロ減少型 エネルギー優先 
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図 4-19 マクロ減少型 生態系保護優先 
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図 4-20 現状進行型 生産性優先 
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図 4-21 現状進行型 エネルギー優先 
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図 4-22 現状進行型 生態系保護優先 
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図 4-23 コンパクト型 生産性優先 
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図 4-24 コンパクト型 エネルギー優先 
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図 4-25 コンパクト型 生態系保護優先 
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表 

 
 

2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 

10kW 未満 42 円 38 円 37 円 27～33 円 25～31

円 

10～50kW 40 円+税 36 円+税 32 円+税 27～29 円 24 円 

50kW 以上 40 円+税 36 円+税 32 円+税 27 円 24 円 

表 1-1 太陽光発電の買取価格 2012-2016 

 
 2017 年 2018 年 2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 

10kW 未満 25～30 円 25～27 円 24 円 21 円 19 円 17 円 

10～50kW 21 円+税 18 円+税 14 円+税 13 円+税 11～12 円 11 円 

50kW 以上 入札制度決定 制度決定 制度決定 制度決定 制度決定 10 円 

表 1-1 太陽光発電の買取価格 2017-2022 
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NAME FORMAT SOURCE 

Digital Elevation Model Tiff Geospatial Information Authority 

River Network Shapefile Geospatial Information Authority 

Aerial photographs Jpg Geospatial Information Authority 

Road Network Shapefile Open Street Map 

Farmland Shapefile Ministry of Agriculture, Forestry, and 

Fisheries 

Administrative  

Boundaries 

Shapefile Ministry of Land, Infrastructure, Transport 

and Tourism 

Sentinel-2 images Remote sensing European Space Agency 

Population Shapefile e-Stat 

表 2-1 本章（第二章）で使用した公開データ情報 

 

 Predicted 

TF BF WF 

 

Actual 

TF 44 2 0 

BF 5 47 2 

WF 1 4 48 

表 2-2 混同行列（Confusion Matrix） 

 

 

 PF TF BF WF Total 

Num（放棄・休

耕地を除く） 

63888 

(61785) 

4875 

(4838) 

24902 

(21134) 

21513 

(19137) 

115187 

(106894) 

Area(ha) 9646.8 393.3 1177.7 1019.7 12237.5 

％ 54.6％ 4.6％ 22.6％ 18％ 100％ 

表 2-3 農地分類の結果 
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 松阪市 明和町 多気町 総計 

PV 数（細分枚数） 1210 342 254 1806 

PV 面積（ha） 220.3 117.4 57.1 394.8 

表 2-4 PV の細分枚数と面積 

 

 

 PF TF BF WF Total 

Num（放棄・休

耕地を除く） 

63888 

(61785) 

4875 

(4838) 

24902 

(21134) 

21513 

(19137) 

115187 

(106894) 

Area(ha) 9646.8 393.3 1177.7 1019.7 12237.5 

Conv Num 431 32 247 340 1052 

Conv Area(ha) 45.52 2.13 9.56 20.72 77.93 

Conv Num% 0.67% 0.65% 0.99% 1.58% 0.98% 

Conv Area% 0.47% 0.54% 0.81% 0.93% 0.64% 

表 2-5 各種農地の転用状況の統計 

 

 

  WD (m) RD (m) DEM (m) SLOPE OPEN DIRECTION 

PF  
PF 209.6 60.1 43.8 2.21 0.241 125.8 

PF-conv 262 21.5 49.3 1.96 0.211 144.1 

WF 
WF 246.7 45 41.2 1.93 0.3 127 

WF-conv 172.8 14.9 126.4 5.08 0.051 146.3 

BF 
BF 187.1 108.6 93.7 5.5 0.152 149 

BF-conv 138.4 17 162.7 6.35 0.012 163.9 

TF 
TF 154.6 130.9 144 9.1 0.034 161.7 

TF-conv 129.7 22.1 152.8 10 <0.001 169.5 

表 2-6 農地と転用地における各地理的特徴の平均値 
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 WD RD DEM SLOPE OPEN DIRECTION 

PF - PFc_Sig  <0.001 0 0.972 0.996 0.709 0.025 

WF - WFc_Sig <0.001 0 0 0 0 0.02 

BF - BFc_Sig <0.001 0 0 0.106 0 0.144 

 TF - TFc_Sig 0.998 0 0.498 1 0 1 

F 184.16 159.1 2380.92 3096.87 568.67 159.71 

DF 7 7 7 7 7 7 

表 2-7 一元配置分散分析の結果 

 

  WD RD DEM SLOPE OPEN DIRECTION 

PFs NGT PST / / / / 

WFs PST PST NGT NGT NGT / 

BFs PST PST NGT / NGT / 

TFs / PST / / NGT / 

表 2-8 農地転用における要因 

 

 

 Direction Openness DEM Angle WD RD PFR 

P 0.014 0.316 0 0.05 0.613 0.084 0.517 

B 0.005 0.002 0.016 -0.007 -0.001 -0.003 0.001 

Beta 0.180 0.069 0.578 -0.244 -0.034 -0.112 0.040 

P represents significance probability of each factor, B and Beta represents extent to which the factor

influences the model. 

表 2-9 回帰分析の結果 

 

AIC AICc R2 AdjR2 F-Stat 

F-

Pro

b 

Wald 

Wald

-

Prob 

K(BP) 

JB-

Pro

b 

Sigma

2 

1991.24

2 

1991.

5 

0.39

9 

0.38927

6 

20.4651

7 
0 

126.149

5 
0 

58.9603

7 
0 

2566.7

9 

表 3-1 OLS モデルの結果 
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Variable Coef StdError t_Stat Prob 
Robust_S

E 

Robust_

t 

Robust_

Pr 

StdCo

ef 

Intercep

t 

3.43017

71 

0.265573

1 
12.916 0 

0.250353

7 
13.7013 0 0 

PV_AR

EA 
0.19304 

2.359E-

05 

8.1826

2 

1.6E-

12 

5.253E-

05 

3.67683

7 

0.00026

7 

0.3034

1 

DEM -0.5113 0.103513 -4.939 
1.6E-

06 

0.001072

5 

-

4.76760

7 

3.397E-

06 
-0.335 

NDVI 
-

0.29178 
1.046831 -2.189 0.0289 1.030409 

-

2.22414

9 

0.02646

1 
-0.155 

DISTA

VG 

-1.47E-

05 
7.4E-05 -0.199 0.8419 6.56E-05 

-

0.22512 

0.82195

52 
-0.07 

表 3-2 OLS モデルにおける各変数の詳細 

 

Neighbors 
Residual 

Squares 

Effective 

Number 
Sigma AICc R2 R2Adjusted 

94 262.0206 89.99 0.6732 1327.51 0.609 0.509 

表 3-3 GWR モデルの結果 

 

 R2 Adjusted R2 AICc 

OLS 0.399 0.389 1991.576912 

GWR 0.609 0.509994 1327.519343 

表 3-4 両モデルの結果比較 
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 ~2013 2015 2017 2019 2021 2023 MEAN 

DEM (m) 49.05 34.94 60.9 53.43 103.46 33.26 58.33 

SLOPE 2.64 2.68 3.32 3.42 4.79 2.87 3.39 

MEAN Area 

(m2) 

1705.4 5645.47 3667.5 4822.54 1491.11 1947.71 3225.82 

WA (m) 437.81 516.47 491.63 407.59 284.56 304.74 413.19 

表 3-5 年間新設 PV 地理的特徴 

 

 

 2015 2017 2019 2021 2023 TOTAL 

Add Number 96 359 227 289 274 1245 

Add Area 

(㎡) 

122032 317184 106682 157287 148231 851416 

表 3-6 年間新設 PV の統計情報 
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バンド 波⾧ 中心波⾧ 解像度 観測項目 

B1 indigo 443nm 60m エアロゾル 

B2 Blue 490 nm 10m エアロゾル / 陸域情報 

B3 Green 560 nm 10m  

 

陸域情報 

B4 Red 665 nm 10m 

B5 VNIR 705 nm 20m 

B6 VNIR 740 nm 20m 

B7 VNIR 783 nm 20m 

B8 NIR 842 nm 20m 水蒸気補正 / 陸域情報 

B8a NIR 865 nm 10m 

B9 NIR 945 nm 20m 水蒸気補正 

B10 SWIR 1375 nm 60m 巻雲の検知 

B11 SWIR 1610 nm 20m 陸域情報 

B12 SWIR 2190 nm 20m エアロゾル / 陸域情報 

表 4-1  Sentinel-2A 各バンドの詳細 

 

 

Code 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

LULC 水域 建築 水田 畑 草地 森林 空地 PA 湿地 

Area

（㎢） 

6.58 103.4 96.46 25.66 33.69 723.6 12.24 6.07 16.98 

表 4-2 各 LULC の面積 
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サービス種類 サービス名 計算単位 計算ツール 

 

 

供給サービス 

農地面積 筆ポリゴン ArcGIS 

農地の経済価値 筆ポリゴン ArcGIS 

生産便利性 筆ポリゴン ArcGIS 

再生可能エネルギー提

供 
筆ポリゴン ArcGIS 

 

調整サービス 

炭素貯留 メッシュ（10m） InVEST 

水源水質 メッシュ（10m） InVEST 

土壌保持 メッシュ（10m） InVEST 

生息地の質 流域メッシュ（10m） InVEST 

文化的サービス アクセスビリティ 筆ポリゴン ArcGIS 

PA における景観評価 筆ポリゴン ArcGIS 

表 4-3 本章における計算する８種類 ES 

 

農地種類 総面積（ha） 総産出額（万円） 単位価値（円/㎡） 

水田 9646 876,821 90.9 

麦畑 1019 317,92 31.2 

茶畑 393 164,116 417.6 

豆類畑（野菜） 1177 233,516 198.4 

表 4-4 各種類農地の経済価値 

 

THREAT MAX_DIST WEIGHT DECAY 

Building 2.1 0.85 exponential 

Ground 1.2 0.5 exponential 

Solor 1.5 0.68 exponential 

Crop 0.51 0.2 exponential 

PF 0.3 0.4 exponential 

表 4-5  生息地の質における Threat Data 
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lucode NAME HABITAT Building Ground Solor Crop PF 

1 Water 0.7 0.7 0.2 0.7 0.6 0.4 

2 Building 0.2 0 0.1 0.1 0 0 

3 PF 0.4 0.7 0.4 0.7 1 0 

4 Crop 0.5 0.8 0.3 0.5 0 1 

5 Grass 0.8 0.6 0.7 0.8 0.7 0.6 

6 Forest 0.97 0.9 0.8 0.7 0.7 0.6 

7 Ground 0.3 0.1 0 0.2 0 0 

8 Solor 0 0 0 0 0 0 

9 Wetland 0.67 0.8 0.7 1 0.9 0.8 

表 4-6 脅威源が各種類 LULC に与える脅威性（Habitat Sensitivity） 

 

 
人口減少 

シナリオ 

農地 

利用計画 

将来農地 

面積（ha） 

PA 転用 

面積（ha） 

自然に返す 

面積（ha） 

総面積 

（ha） 

マクロ 

減少型 

生産性優先 8832 1283 778  

10893 
エネルギー優先 7065 3430 398 

生態系保護優先 7065 670 3158 

 

現状進行型 

生産性優先 9217 998 1411  

11626 
エネルギー優先 7373 3760 493 

生態系保護優先 7373 931 3044 

 

コンパクト

型 

生産性優先 8766 642 338  

9746 エネルギー優先 7012 2110 624 

生態系保護優先 7012 894 1840 

表 4-7 各種農地管理シナリオにおける面積 

 

 

 

 


